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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準

作成機関である一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を改正すべ

きとの申出があり，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS B 8105:2004 は改

正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 

  



 
 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。  

日本産業規格（案）       JIS 
 B 8105：9999 
 

蒸気タービン－受渡試験方法－ 
改造時の性能確認 

Steam turbinesーAcceptance testー 
Thermal performance verification tests of retrofitted steam turbines 

 
序文 

この規格は，2022 年に第 2 版として発行された IEC 60953-3 を基に，我が国の市場の状況に合わせて技

術内容を変更して作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で側線又は点線の下線を施している箇所は，対応国際規格を変更している事項である。

変更の一覧表にその説明を付けて附属書 JA（参考）に示す。 

1 適用範囲 

この規格は，蒸気タービン及び蒸気タービン設備に，幾つかの設備変更を伴う改造を行った改造蒸気タ

ービンの性能確認方法について，a)から d)の事項の保証値を実証するため，発電用の過熱及び湿り蒸気タ

ービンの試験の実施，並びに試験結果の計算方法について規定する。 

なお，この規格を発電用以外の蒸気タービンに適用してもよい。 

a) タービン全体の改造による熱消費率又は内部効率の絶対値又は相対値 

b) タービン全体の改造による定格出力の絶対値又は相対値 

c) タービン部品の改造による熱消費率又は内部効率の絶対値又は相対値 

d) タービン部品の改造による圧力損失割合の絶対値又は相対値 

この規格は，試験の基本方針，使用計器及び測定方法並びに試験結果の計算方法及び保証値との比較に

ついて規定している。この規格に規定していない複雑な要求又は特殊な要求がある場合は，試験方法につ

いて，契約前に受渡当事者間で協定しなければならない。特に，次に掲げる項目については，契約時早期

に考慮する。 

－ この規格にない試験 

－ 改造蒸気タービンに特有の保証値及び保証条件（7.1.1） 

－ 保証項目の成文化 

－ 保証値（3.4） 

－ 試験の事前計画（協定及び手配）（4.2） 

－ 試験費用（4.3.2A） 

－ 修正値の定義及び適用（7.5） 
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－ 保証値との比較（7.8） 

－ タービン性能の経年劣化（7.9） 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 60953-3:2022，Rules for steam turbine thermal acceptance tests－Part 3: Thermal performance 

verification tests of retrofitted steam turbines（MOD） 

なお，対応の程度を表す記号“MOD”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“修正している”こと

を示す。 

2 引用規格 
次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。この引用規格は，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追補を含む。）は適用しない 

JIS B 8102:20xx  蒸気タービン－受渡試験方法 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60953-0:2022  Rules for steam turbine thermal acceptance tests 
– Part 0: Wide range of accuracy for various types and sizes of turbines3 記号，単位，定義及び保証値 

3.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 3.1“一般”を適用する。 

3.2 記号及び単位 

この規格で用いる主な量及び記号並びに量の単位は，表 0A によるほか，JIS B 8102:20xx の 3.2“記号及

び単位”による。 

表 0A－記号及び単位 

量 記号 単位 倍量又は分量 
圧力損失割合 Δpn    
比エントロピー s kJ/(kg･K)  
標準偏差 s   
比熱容量：質量熱容量 c J/(kg･K) kJ/(kg･K) 
内部効率 ηcyl   
熱流量 Q J/s kJ/s 
効率（一般） η   
湿分修正係数 WCF   
排気損失（比エントロピー一

定の場合） 

LL J/kg kJ/kg 

のみ込み容量 FPC m2  

加減弁全開 VWO   

3.3 添字，肩書き及び定義 

この規格で用いる添字，肩書及びその定義は，表 0B によるほか，JIS B 8102:20xx の 3.3“添え字，肩書

及び定義”による。 
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表 0B－添字及び定義 

量 添字 位置又は定義 
効率 
 
 
 
 

 

cyl 
cyl-dry 
cyl-wet 
cyl-HP 
cyl-IP 
cyl-LP 

包括的，又は全体蒸気タービンの内部効率（3.5.2） 
全体乾燥基準の蒸気タービンの内部効率（3.5.2A） 
全体湿り基準の蒸気タービンの内部効率（附属書G） 
高圧蒸気タービンの内部効率（附属書G） 
中圧蒸気タービンの内部効率（附属書G) 

低圧蒸気タービンの内部効率（附属書 G） 

比エンタルピー 

 

UEEP 
ELEP 

有効エネルギーの最終点(3.5.3) 
膨張線最終点（附属書 G） 

比エンタルピー落差 

 
s 
's 

車室入口から出口の等エントロピー 

湿り域の膨張の部分を参照（附属書 G） 

タービン車室の性能 
 

 

tp 
in 
out 

取合点での蒸気性状(3.5.2から3.5.5) 
部品入口の蒸気性状(3.5.2から3.5.5) 
部品出口の蒸気性状(3.5.2 から 3.5.5) 

質量流量 a) loss 
make-up 

漏れ流量（6.2.5.1A） 

給水流量（6.2.5.1A） 

注 a) 質量流量比及び比エンタルピーの添字は各々の文中に明示されているのもある（例

6.2.5.2）。 
 

3.3.1  
タービンの改造 （turbine retrofit） 

熱的性能向上のためのタービン機械設備の改良・劣化改造 

注釈 1 サイクルの修正及び他の発電設備（例えばボイラ，給水加熱器など）の改造は含まない。 

3.3.2  
絶対的な保証 （absolute guarantee） 

元の設備の性能とは無関係に，独立した改造後の設備の保証 

3.3.3  
相対的な保証（relative guarantee） 

改造した設備による改善量の保証 

3.3.4  
基準試験（baseline test） 

発電プラントの基準のヒートバランスを定義するために，改造仕様発行前に行う詳細試験で，プラント

全体の性能試験 
注釈 1 この試験はこの規格に含まれていない。 

3.3.5  
タービン改造前試験（pre-retrofit test） 

相対的な保証値の基準値を定義するためのタービン改造前の試験 

3.3.6  
タービン改造後試験（post-retrofit test） 

相対的な保証値を確認するために，タービン改造前試験に関連付けて行われる試験 
注釈 1 タービン改造後試験は，タービン改造前試験と同じ測定器を使用する。 
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3.3.7  
熱的受渡試験（thermal acceptance test） 

新規プラントの絶対的な性能保証値を測定するために，相当する規格に従って行う詳細試験 
注釈 1 熱的受渡試験はこの規格の対象外である。 

3.3.8  
絶対的タービン改造後試験（absolute post-retrofit test） 

構成部品又は全体の絶対的な保証値を確認するために，改造後に行われる試験 

3.3.9  
確認試験（verification tests） 

改造された設備の性能を確認することを目的とする全ての形式の試験 
注釈 1 確認試験は，改造前試験及び改造後試験，絶対的改造後試験，又は熱的受渡試験のいずれかを

実施するのよい。 

3.3.10  
試験の許容値（test allowance） 

試験結果の判定において考慮しなければならない合意された許容範囲 
注釈 1 許容値には，計測不確かさ，経年変化，及び特定の改造プロジェクトに特有の可能性がある他

の状況に対する試験許容値を含めてもよい。このような手当は，契約において同意されること

が推奨される。 

3.3.11  
熱供給（thermal power） 

外部からタービンプラント全体に対する熱量の供給 

3.3.11A  
構成部品の効率 （component efficiency） 

蒸気タービンの特定の構成部品の効率をいい，内部効率（過熱域の膨張線によるもの及び湿り域の膨張

線によるもの）及び構成部品の圧力損失割合といった特定のタービン改善に関係する保証値 

注釈 1 この規格は蒸気タービン全体よりも，1 個の車室などの特定の構成部品を改造することが多い

ことを想定している。したがって，蒸気タービン内部効率及び構成部品の圧力損失割合といっ

た，特定のタービン改善に関係する保証値が適切である。構成部品の性能の一般的な定義は次

に示され，計算例を G.2 に示している。 

3.4 保証値 

3.4.1 保証値の手引き 

JIS B 8102:20xx の 3.4.1“保証値の手引き”を適用する。 

3.4.2 タービン室熱効率 

JIS B 8102:20xx の 3.4.2“タービン室熱効率”を適用する。 

3.4.3 熱消費率 

JIS B 8102:20xx の 3.4.3“熱消費率”を適用する。 
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3.4.4 タービン効率 

JIS B 8102:20xx の 3.4.4“タービン効率”を適用する。 

3.4.5 蒸気消費率 

JIS B 8102:20xx の 3.4.5“蒸気消費率”を適用する。 

3.4.6 最大主蒸気流量 

JIS B 8102:20xx の 3.4.6“最大主蒸気流量”を適用する。 

3.4.7 定格出力 

JIS B 8102:20xx の 3.4.7“定格出力”を適用する。 

3.4.8 抽気及び混圧タービンの保証値 1) 

JIS B 8102:20xx の 3.4.8“抽気及び混圧タービンの保証値”を適用する。 
注 1) 混圧タービン－圧力の異なった複数の蒸気を同一タービンに入れて仕事をさせるようにしたタ

ービン 

3.4.9 蒸気タービンの最大熱負荷容量（原子力プラントの場合） 

JIS B 8102:20xx の 3.4.9“蒸気タービンの最大熱負荷容量”を適用する。 

3.5 追加の保証値 

3.5.1 一般 

この規格は，完成機ではなく，特定のコンポーネントが改造される可能性が高いと認識している。した

がって，蒸気タービン内部効率及び構成部品の圧力損失割合といった，特定のタービン改善に関係する保

証値が適切である。タービン車室の性能の一般的な定義は次に示し，例を G.2 に示す。 

3.5.2 内部効率－過熱域で膨張する場合 

完全断熱変化の比エンタルピー降下に対する，蒸気の実際の膨張による実比エンタルピーの降下で表さ

れる測定可能な全体効率である。内部効率（車室の断熱効率）は基準とされる効率である。 
蒸気が入口と出口とも過熱蒸気のとき，比エンタルピーはその点の圧力と温度の測定から直ちに求めら

れ，内部効率は次の式で定義する（図 1 参照）。 𝜂cyl = ℎin − ℎout𝛥ℎୱ   ·················································· (1) 
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図 1－高圧タービン内部断熱効率 
 

“入口”の条件は，内部効率と弁圧力損失（3.5.4 参照）を明確に区別するために，入口弁の後の値とす

るのが望ましい。“出口”の条件は全低温再熱蒸気がボイラに戻っていく前に測定し，蒸気タービンからの

戻り蒸気と混合したバランスピストン漏れを含む。 

入口弁の下流の圧力測定には特別の注意が必要である。もしタービンの車室入口部において，渦流を生

じているならば，圧力は，弁とタービン本体の間の内部連絡管において測定することが望ましい。弁本体

での圧力測定は避けることが望ましい。弁の下流で圧力の測定ができないときには，保証は弁前からター

ビンの出口までの圧力降下によるものとし，合意された弁圧力損失値を用いる。 

その他の影響度の小さなもの，例えば冷却蒸気の注入及びタービンのグランド漏れは，一般に含めない

が，効率計算式を適正に修正することで合意によって含めることがある。 

3.5.2A 内部効率－乾き基準 

タービン車室内を通過する蒸気が，一部又は全て湿り域にある場合，“乾き基準の断熱効率”を，次の式

で定義する。なお，この値は，参考目的で利用される。 𝜂ୡ୷୪ିୢ୰୷ = 𝜂ୡ୷୪ି୵ୣ୲𝑊𝐶𝐹   ···················································· (2) 

 
ここで，入口，出口が共に濡れている場合，WCF は次の式で示される。 WFC = 1－ (𝑥୧୬ − 𝑥୭୳୲)2   ···················································· (3) 

 
ここで，入口が乾燥しており，出口が濡れている場合，WCF は次の式で示される。 

WFC = 1－
(1 − 𝑥୭୳୲)2 × (ℎୱୟ୲ − ℎ୭୳୲)(ℎୱୟ୲ − ℎ୭୳୲)  ······································ (4) 

 

蒸気タービンの断熱効率“ηcyl”は，3.5.2 に示すとおりだが，内在する湿りの影響も含まれる。 

 ⽐エントロピーkJ/kg/K 
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湿り域での膨張線は，一般的に段落効率での湿りの影響が，湿り量 1 ％の変化につき 1 ％の効率への

影響を及ぼすという仮定による（例示だけ）。入口条件が乾き状態で出口条件が湿り状態である場合は，

G.2 で扱う。 

3.5.3 内部効率－湿り域で膨張する場合 
排気損失“LL”（主として動エネルギー）がかなりの大きさをもち，内部での蒸気膨張が部分的に湿り

域にある低圧蒸気タービンでは，種々の定義がされることがある（G.2 参照）。しかし，出力バランスか

ら推定する内部効率は次の式で定義する（図 2 参照）。 𝜂cyl = ℎin − ℎout𝛥ℎୱ   ···················································· (5) 

 

 

図 2－低圧タービンの膨張線 
 
湿り域で運転する蒸気タービンにおいては，比エンタルピーの決定は非常に困難なので，トレーサ法の

ような特別な技術を用いる。 

比エンタルピー“hout”は，“UEEP”（有効エネルギー最終点）と呼ぶ。この点は湿り域にあり，通常は全

体サイクルの出力バランス計算から推定する。試験サイクルのある部分において，発見されない効率低下

要因が，低圧蒸気タービンの効率をかなり低くしてしまう可能性があるため，この計算結果は慎重に扱う

ことが望ましい。低圧膨張線は，次の式を満足するまで反復計算して，hout を求める。 

蒸気タービン車室内部出力：Σ（高圧＋中圧＋低圧）－外部損失（機械的，電気的など）＝発電機出力 

湿分と排気損失を含んだ低圧タービンに関係する他の定義は，G.2 及び 6.2.5.2 に示す。 

3.5.4 圧力損失 

圧力損失の原因となる構成部品は，全タービンプラント効率に重大な影響を及ぼす。損失は蒸気加減弁の

全開位置で見積もることが望ましく，内部圧力に対する圧力降下比率として与える。代表的な例として

3.5.2 に示す高圧蒸気タービンの主弁設備と配管の改造の場合，弁入口での取合点から高圧タービン入口

管の測定点によって，次のように定義する。 

∆𝑝୬ = 𝑝୲୮ − 𝑝୧୬𝑝୲୮   ···················································· (6) 

⽐エントロピーkJ/kg/K 
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3.5.5 のみ込み容量] 

のみ込み容量 FPC を次式に定義する。 

FPC=
𝑚̇୧୬ඥ𝑝୧୬ 𝑣୧୬⁄ × 1ඥ1 − (𝑝୭୳୲ 𝑝୧୬⁄ )ଶ  ···································· (7) 

 

通常は臨界を超えた圧力比で膨張するので，上の式を単純化すると次式になる。 𝐹𝑃𝐶 = 𝑚̇inඥ𝑝in/𝑣in
  ···················································· (8) 

 

合意をした場合には，他の FPC 計算の方法を採用してもよい。 

4 基本方針 

4.1 試験の事前計画 

この規格による改造蒸気タービンの確認試験の受渡当事者は，試験方法，保証の解釈，測定点と計測装

置の員数，場所，配置及び弁と配管構成について，測定精度と同様に，確認試験に要する費用を考慮して，

協定しなければならない。 

改造蒸気タービンの試験においては，特に古いプラントで経年的に発生している漏れなどについて，十

分に検討して準備する必要がある。 

測定方法は，契約で決められた改造部分の性能が確認可能な方法を選択しなければならない。試験に必

要な測定器の定義を支援するために，可能な限り早く不確かさ算定を行うことを推奨する。 
建設当初の契約によって用意されている計測点以上に，追加計測点が必要になるか検討する。プラントの

改造内容によっては，改造がプラント内の一つの構成機器に限られることもあるので，その構成機器の性

能評価のためには，測定点の追加が必要になることもある。又は改造の契約には起因しないが，改造した

構成機器の性能に影響するプラントの他の項目の変化に対して，プラント全体の性能の補正が必要となる

こともある。しかし，交換した機器に直接関係する項目の変化は，補正しない方がよい。 

必要となるプラントの変更及び計器のため，可能な限り早く協定しておく必要がある標準的な項目は，

JIS B 8102:20xx の 4.1“試験の事前計画”の項目 a)から h)を適用する（附属書 E 参照）。 
計器校正の要求事項は計画段階で定義する。 

4.2 事前の協定及び手配 

JIS B 8102:20xx の 4.2“事前の協定及び手配”を適用する。 

4.3 試験計画 

4.3.1 受渡試験時期 

確認試験が，改造後の試験だけに限定されるのであれば，初再併入後可能な限り早期に，できれば 8 週

間以内に試験を実施する。 
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性能の確認が改造前後の相対測定によるならば，改造前の試験は，改造のための停止前の 8 週間以内に

可能な限り遅い時期に実施する。改造後の性能試験は，改造後の初併入後可能な限り早く，遅くとも 8 週

間以内に試験を実施する必要がある。 

補正量を小さく抑えるために，改造前後の試験の運転条件の変動は，可能な限り小さく保つことが重要

である（表 1 参照）。正確性と整合性が，試験時期よりも重要となる場合もある。 
例えば，排気圧力の変化に敏感な原子力プラントの場合，季節によって冷却水の条件が変動するので，

排気圧力の偏差を表の制限値内に収めることが，改造前後の試験時期の期間を短くするよりも，試験結果

の正確性が向上する場合もある。 

4.3.2 受渡試験管理 

JIS B 8102:20xx の 4.3.2“受渡試験管理”を適用する。 

4.3.2A 試験費用 

JIS B 8102:20xx の 4.3.2A“試験費用”を適用する。 

4.4 試験準備 

4.4.1 プラントの状態 

JIS B 8102:20xx の 4.4.1“プラントの状態”を適用する。 

4.4.2 蒸気タービンの状態 

JIS B 8102:20xx の 4.4.2“蒸気タービンの状態”を適用する。 

4.4.3 復水器の状態 

JIS B 8102:20xx の 4.4.3“復水器の状態”を適用する。 

4.4.4 系統からの遮断 

4.4.4.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 4.4.4.1“一般”を適用する。 

4.4.4.2 機器及び流れの遮断 

JIS B 8102:20xx の 4.4.4.2“機器及び流れの遮断”を適用する。 

4.4.4.3 遮断されない場合に決定しなければならない流れ 

JIS B 8102:20xx の 4.4.4.3“遮断されない場合に決定しなければならない流れ”を適用する。 

4.4.4.4 タービン給水系から装置を遮断する方法及び装置 

JIS B 8102:20xx の 4.4.4.4“タービン給水系から装置を遮断する方法及び装置”を適用する。 

4.4.4.5 サイクルの隔離のための改造考慮事項 

バルブの一般的な条件が悪いため，特に古いプラントでは，試験の適切な時期に漏れを評価する努力を
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する必要がある。特に注意しなければならないことは，主要流量装置バイパス，始動バイパス，ヒーター

ドレン，主蒸気ドレンなど，サイクルへの又はサイクルからの補助蒸気供給のいずれかにある。 

保証サイクルを変更する未解決の隔離問題が，タービン改造前試験上に存在する場合，試験は，同一の

隔離が確認試験に適用されることを確実にすることで，当事者間の合意によって進めてもよい。保証され

たサイクル変化の影響を考慮に入れるために，性能評価に追加の補正を適用する必要がある場合がある。

可能な限り，タービン改造後試験前に適切な補正を特定し，合意する。 

4.4.5 復水器及び給水加熱器の漏れの確認 

JIS B 8102:20xx の 4.4.5“復水器及び給水加熱器の漏れの確認”を適用する（附属書 A 参照）。 

4.4.6 蒸気ストレーナ洗浄 

JIS B 8102:20xx の 4.4.6“蒸気ストレーナ洗浄”を適用する。 

4.4.7 試験用計器の検査 

JIS B 8102:20xx の 4.4.6“試験用計器の検査”を適用する。 

4.5 参考測定 

JIS B 8102:20xx の 4.5“参考測定”を適用する。 

4.6 試験設定 

4.6.1 負荷設定 

JIS B 8102:20xx の 4.6.1“負荷設定”を適用する。 

4.6.1.1 火力プラント 

タービン改造前とタービン改造後試験との状態の整合性を確保するために，可能な限り，弁全開の状態，

又はノズル調速のタービンの場合は蒸気加減弁の弁点で試験を実施する。相互に合意する場合は，他の特

定の条件下での試験を行うことができる。 

4.6.1.2 原子力プラント 

蒸気発生器の熱出力が限られている場合には，タービン改造前及びタービン改造後試験を一定の熱出力

で行うことで，性能の向上は，出力の変化によって示される。 

4.6.2 特殊な設定 

JIS B 8102:20xx の 4.6.2“特殊な設定”を適用する。 

4.7 予備試験 

JIS B 8102:20xx の 4.7“予備試験”を適用する。 

4.8 受渡試験 

4.8.1 試験状態の安定性 
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JIS B 8102:20xx の 4.8.1“試験状態の安定性”を適用する。 

4.8.2 試験状態の最大偏差及び変動 

JIS B 8102:20xx の 4.8.2“試験状態の最大許容偏差及び許容変動”を適用する。なお，試験状態の最大許

容偏差及び許容変動値は，表 1 を適用する。 

表 1－試験状態の最大許容偏差及び最大許容変動値 

変数 A 
一試験中におけるその平均値

の規定値からの最大許容偏差 

B 
一試験中におけるその平

均値からの最大許容変動 

Cd) 
一改造後試験中における

その平均値の改造前試験

からの最大許容偏差 
主蒸気圧力 絶対圧力の±5 ％ 絶対圧力の±2 ％ 絶対圧力の±2.5 ％ 
主蒸気温度 ±8 ℃ ±6 ℃ ±6 ℃ 

乾き度 ±0.005 ― ±0.002.5 
抽気圧力（制御） 絶対圧力の±5 ％ 絶対圧力の±2 ％ 絶対圧力の±2.5 ％ 
排気圧力 
 給水加熱用 
 背圧タービン用 
 復水タービン用 e) 

 

注 c)参照 

絶対圧力の±5 ％ 

絶対圧力の±10 ％g) 

 

― 

絶対圧力の±2 ％ 

絶対圧力の±5 ％ 

 

 

注 c)参照 

絶対圧力の±2.5 ％ 

絶対圧力の±5 ％又は， 

0.3 kPag) 

抽気流量 ±10 ％ ― ― 

再熱蒸気温度 ±8 ℃ ±6 ℃ ±6 ℃ 

断熱熱落差 ±7 ％a) ― ±3.5 ％ 
出力又は主蒸気流量 
（所定条件に修正後） 

±5 ％ ±3 ％ ±2.5 ％ 
 

最終給水温度 ±10 ℃ ±5 ℃ ±5 ℃ 
回転速度 ±2 ％b) ±1 ％ ±2 ％ 
力率 1.00 から定格値の下 0.05 まで ±0.05 ±0.05 
電圧 ±5 ％ ±2 ％ ±2.5 ％ 
冷却水流量 f) ±10 ％ ― ±5 ％ 
冷却水入口温度 f) ±5 ℃ ±1 ℃ ±5 ℃ 
注記： “試験中におけるその平均値からの最大許容変動”の欄は，対応国際規格にはないが，わかりやすくす

るために追加した欄であって，参考値である 
注 a) 熱落差が±7 ％以上の偏差にならない条件は，次による。 

主蒸気圧力        絶対圧力の±5 ％ 
主蒸気温度        ±15 ℃ 
抽気圧力（制御）     絶対圧力の±5 ％ 
背圧タービン用排気圧力  絶対圧力の±5 ％ 

注 b) タービンが技術的に保証される場合。 
注 c) 設計値と比較して抽気圧力の偏差が小さい場合は，全体の性能への影響が通常無視される。給水加熱器の

不具合によると考えられる抽気蒸気流量の不釣合な大きい偏差がある場合，全体の性能への影響は非常に

問題となる。その場合，対処方法については受渡当事者間の協定による。 
注 d) 改造前後の運転状態の偏差は，この表の C 欄に示す最大許容偏差内にすることが望ましいが，プラントの

分解点検の結果として，改造後の運転状態の変化が予想される場合には，A 欄を適用し，その場合の補正方

法については，受渡当事者間の協定による。 
注 e) 保証に復水器が含まれない場合。 
注 f) 保証に復水器が含まれる場合。 
注 g) 試験時の排気圧力が最大許容限界を超えた場合の排気圧力の補正方法については，受渡当事者間の協定に

よる。 
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4.8.3 試験の継続時間及び読みの周期 

JIS B 8102:20xx の 4.8.3“試験の継続時間及び読みの周期”を適用する。 

4.8.4 積算計器の読取り 

JIS B 8102:20xx の 4.8.4“積算計器の読取り”を適用する。 

4.8.5 試験方法 

JIS B 8102:20xx の 4.8.5“代替方法”を適用する。 

4.8.6 試験記録 

JIS B 8102:20xx の 4.8.6“試験記録”を適用する。 

4.8.7 追加測定 

JIS B 8102:20xx の 4.8.7“追加測定”を適用する。 

4.8.8 仮計算 

JIS B 8102:20xx の 4.8.8“仮計算”を適用する。 

4.8.9 試験の一貫性と回数 

JIS B 8102:20xx の 4.8.9“試験の一貫性及び回数”を適用する。 

4.9 受渡試験の繰返し 

JIS B 8102:20xx の 4.9“受渡試験の繰返し”を適用する。 

4.10 改造保証に関するガイダンス 

4.10.1 一般 

一般的に，実際の性能又は実際の性能変化量を検証することが可能である値を，保証値として用いる。 
改造された蒸気タービンプラントは，通常少なくとも，全体の蒸気タービンの中の一つの部品又は車室

の近代化を含んでいる。したがって，構成要素と全体的な性能効果とを区別することが重要である。さら

に，現在の機械の改造は，相手先商標による製造業者（OEM）又は他の製造業者によって行われる場合

がある。改造する設備の製造業者は，各部品の性能を熟知していたとしても，必ずしもそのプラントの状

態を知っているということではないため，新しい絶対的な保証には否定的である。OEM だけが現在の機

械の知識をもっていて，性能改善における保証に自信をもっていると考えられる。そのために絶対的又は

相対的な性能保証の，いずれを提示することが望ましいという問題が起こる。 
プラントの購入者は，プラント全体の性能を保証することを好むかもしれないが，製造業者は，個々の

構成要素を保証することを好むかもしれないので，表 2 に示した相対的な保証又は絶対的な保証に対す

る，プラント全体及び各部品の保証の選択肢に従って，決定することを推奨する。 
部品並びに全体の，絶対的又は相対的な性能は，引き合い仕様書に明記して受渡当事者間で事前に合意

していなければならない。 
この規格は，絶対的な保証の二つのタイプと相対的な保証の二つのタイプを規定する。 
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相対的な保証のためには，プレ及びタービン改造後試験に同一のタービン特性を使用しなければならな

い。 

表 2－保証選択肢 
改造適用範囲 

膨張条件 

内部効率保証 

（ηcyl） 

タービン室熱効率保証 

（熱消費率又は出力 d)） 

絶対保証 相対保証 絶対保証 相対保証 

タービン車室 

乾き域 

推奨 

4.10.2.1 
採用してもよい a) 

4.10.3.1 
推奨しない b) 採用してもよい a,b) 

タービン車室 

湿り域 

同軸上に乾き域の車室

（改造範囲ではない）

を伴う e) 

推奨しない c) 推奨しない c) 推奨 

4.10.2.2 
採用してもよい a) 

4.10.3 

タービン車室 

湿り域 

同軸上に湿り域の車室

（改造範囲ではない）

を伴う f) 

推奨しない c) 推奨しない c) 採用してもよい 

4.10.2.2 
推奨 

4.10.3 

全てのタービン車室 

乾き域，湿り域全て 

推奨しない 推奨しない 推奨 

4.10.2.2 
採用してもよい a) 

4.10.3 

注 a) 基準性能が十分な信頼度で分かっている場合。 

注 b) 改造範囲ではない，同軸上の任意の関連する湿り域の膨張線を決定するための増大した不確かさのため

である。商業上であれば適用可能。 

注 c) 改造範囲の湿り域の膨張線を決定するための増大した不確かさのため。 

注 d) 指定された蒸気流量での出力。車室の効率向上に起因する相対保証出力保証は，同一の流量通過容量に

関連する。車室効率の改良と蒸気流量の増加に起因する相対保証出力保証は，規定された流量通過容量

に関連する。 

注 e) 例えば，復水タービンユニットの低圧タービンの改造 

注 f) 例えば，原子力タービンユニットの高圧タービンの改造 
 

上記の効率保証と追加して，容量も保証可能である。これは，流量通過能力又は最高出力のいずれかで

ある。 

のみ込み容量（FPC）における保証の検証は，完全なサイクルに基づいているため，流量の正確な測定

及び絶対的な試験が必要である。 

4.10.2 絶対的な保証 

4.10.2.1 交換した部品の絶対的な性能を直接測定する方法 

蒸気タービンの内部効率が，比エンタルピーの降下試験によって求められるような，全てが過熱域で運

転される蒸気タービンの場合には，蒸気タービンの性能が直接測定可能なので，蒸気タービン内部効率が，

保証のための適切な方法となる。 

次いで，取替えられた機器がプラント全体の性能に及ぼす影響を，計算によって評価してもよい。かつ，

これは契約において合意するのがよい。その部品がプラントの熱力学的なサイクルに影響を与えるならば，

特別な注意を払わなければならない。抽気圧力の違い，再熱器の状態の変更，のみ込み容量の変化などが

ある場合があげられる。 
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許容できないほど正確さを欠き，交換した構成部品の効率を，全体的な性能試験の結果から間接的に決

定しなければならない場合（例えば，蒸気タービンが一部湿り域で運転されていて，比エンタルピーが決

定不可能である場合など）は，このような場合には，プラント全体の改善に関して保証を与えることを推

奨する（4.10.3 参照）。 

4.10.2.2 改造後の絶対的な熱消費率 

改造後の熱的受渡性能試験を JIS B 8102:20xx に従って実施することを推奨する。小型蒸気タービンの適

切な状況では，JIS B 8102:20xx も認めることが可能である。事前の試験は行われないが，前回の設計デー

タ又は保証試験を基本とし，必要に応じて周期又は試験上の他のタービン車室の性能変動による補正の規

定を含む保証値を決定する。サイクル全体の中に欠陥が隠れる場合があり，例えば，低圧タービン内部効

率を誤って低く推測してしまうような古い条件のプラントは，十分注意することが必要である。改造前の

プラント全体の新しい基準試験は，この点を明確にすることが可能である。 

広範囲に改造を行う場合で，プラントの検査を十分に実施する場合には，この代替方法を採用してもよ

い。この場合，請負業者はより大きなリスクを負い，その基盤が健全であることを保証する責任を負わな

ければならない。 

4.10.3 相対的な保証 

4.10.3.1 同一計器を使用する利点を生かした性能試験をすることの優位性 

性能向上を実施しようとする使用者にとっての価値は，絶対的なレベルというよりも実際に達成された

改善量に直接的に反映している。したがって，保証された改善の検証は，この規格に従って一般適用され

た同じ測定器の便利な使用とともに，タービン改造前とタービン改造後試験に基づくことが可能である。

これは，部品とタービン全体の熱消費率向上との両方に当てはめることが可能である。 

改善の保証値は実在するプラントのデータが基本となっている。保証は，タービン改造前試験の分析結

果に応じて，必要に応じて確認及び追補を行う。 

部品を交換したのに対してプラント全体の試験に用いるためには，プラントの非改造部分は改造前試験

から改造後試験まで，理想的には同じ条件であるのがよい。試験を簡単に，遅れることなく行う場合には，

同一の計器を用いることによって不確かさを低減させることが可能であることから，コストを低く押さえ

ることが可能である。ただし，測定器の品質は，予想される改善レベルの明確な実証に見合ったものを選

択しなければならない。 
プラント運転条件（例えば，熱供給，VWO 又は発電機出力）の前後は，周期修正を減らすために類似して

いる必要がある。例えば，原子力ユニットの低圧車室の改造の場合を考えると，改造前後の試験の修正量

を小さくするために，原子炉の熱出力，蒸気加減弁の位置を同じにして，発電機の出力の増加を熱効率の

改善を測定するために用いる。 

4.10.3.2 改造前後の全体試験からの改善量の決定 

性能向上の検証に追加して，プラント購入者は近代化された単位の絶対保証性能を確立することを要求

されることがある。これは，この規格の完全なタービン改造前試験とこの規格の完全なタービン改造後試

験とを組み合わせることで実現可能である。これは，最も包括的な手法であり，操作者は，その結果得ら

れたプラントの性能に関する詳細な知識から利益を得ることが可能である。しかしながら，可能性のある

欠点がある。検証の完全試験が測定器の置換を必要とする程度に遅れると，結果的に精度が失われること

になる。試験を実行する費用と時間も，場合によっては，とりわけ小さな，保証変更を決定するために高
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精度が要求される場合には，法外なものとなる可能性がある。 

5 測定技術及び測定計器 

5.1 概要 

5.1.1 計器精度の要求事項 

JIS B 8102:20xx の 5.1.1“計器精度の要求事項”を適用する。 

5.1.2 測定計器 

JIS B 8102:20xx の 5.1.2“測定計器”を適用する。 

5.1.3 測定の不確かさ 

JIS B 8102:20xx の 5.1.3“測定の不確かさ”を適用する。 

5.1.4 計器の校正 

JIS B 8102:20xx の 5.1.4“計器の校正”を適用する。 

5.1.5 代替測定方法 

JIS B 8102:20xx の 5.1.5“代替測定方法”を適用する。 

5.1.6 改造前後の試験の一貫性 

保証が，相対値であり改造前後の試験が遅延なく行われる場合，それぞれの試験の再現性が，測定精度

よりも重要である。その場合，測定計器及びデータ収録システムに，再現性を要求するので，系統誤差は

ほとんど排除可能である。したがって，相対誤差を減少させるために，可能な限り多くの元の計器を残し

ておくことが必要である。これは特に，主要流量の測定機器に適用する。一時的に設置された計器の健全

性を保護するために，計器がプラントに残される場合には，その計器を保護することを考慮する必要があ

る。計器の保護が不可能である場合は，装置を慎重に取り外して安全な位置に保管し，改造後試験のため

に全く同じ位置に再び取り付けるのがよい。校正をいつ行うか（試験の前後），相互に合意しなければなら

ない。相対保証試験の場合，主要流量の測定値の調整は考慮しない。 
また，計器が故障したときも，試験の一貫性を維持可能なように，主要な計器は十分に多重化しておくの

がよい。多重化した計器の故障の影響は，改造前の試験データのばらつきを基に，加重平均を計算するこ

とによって検討する。一方，故障した計器を交換して，新しいものを設置する場合は，偏り誤差の増加に

よる試験の不確かさの評価をよく考慮しなければならない。 

5.2 出力測定 

5.2.1 タービンの機械的出力の決定 

JIS B 8102:20xx の 5.2.1“タービンの機械的出力の決定”を適用する。 

5.2.2 ボイラ給水ポンプ動力の測定 

JIS B 8102:20xx の 5.2.2“ボイラ給水ポンプ動力の測定”を適用する。 
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5.2.3 発電機の電気出力の決定 

JIS B 8102:20xx の 5.2.3“発電機の電気出力の決定”を適用する。 

5.2.4 電気出力の測定 

JIS B 8102:20xx の 5.2.4“電気出力の測定”を適用する。 

5.2.5 電気計器の接続 

JIS B 8102:20xx の 5.2.5“電気計器の接続”を適用する。 

5.2.6 電気計器 

JIS B 8102:20xx の 5.2.6“電気計器”を適用する。 

5.2.7 計器用変成器 

JIS B 8102:20xx の 5.2.7“計器用変成器”を適用する。 

5.2.8 改造前後の電気出力の測定 

受渡当事者間の協定によって，相対確認試験の要求する正確性が満足可能ならば，常設の電力量計を使

用してもよい。その場合，この常設計器の指示は十分な分解能をもっていなければならず，また，計器の

全系統は再現性を実証しなければならない。 

ディジタル電力量計を使用するときは，改造前後の試験の回線負荷が同じであるならば，計器用変流器

と変圧器のバードン（負荷）の補正は必要ない。特に，高インピーダンスの電力量計が，専用のテスト用

変成器に接続され，適切な負荷が回線に加えられている場合は，回線負荷について十分に検討しなければ

ならない。 

5.3 流量測定 

5.3.1 測定する必要がある流量の選定 

測定する必要がある流量の選定は，次による。 

a) 受渡試験で，測定しなければならない流量は，次の二組に分類することが可能である。 

1) 主要流量 保証値に直接影響する流量であり，高精度で測定しなければならない（JIS B 8102:20xx
の 8.4“流量測定の不確かさの決定“参照）流量計は，試験前にその妥当性を確認し，必要であれば，

改良又は修正した計器を取り付ける。古いプラントの場合では，2 か所又はそれ以上の異なった点

での測定によって，主要流量測定の誤差を調べることが可能である。流量測定の両立性は，JIS B 
8102:20xx の 6.2.3.2“複数の測定に関する評価”及び附属書 B に従い確認しなければならない。 

2) 副次流量 プラントの運転・監視のために必要であり，かつ，主要流量の測定値からタービン入口

蒸気流量及び再熱蒸気流量を決定するため，主要流量の測定値の計算に必要な流量。副次流量は，

その影響が重大で，測定が実用的に可能な場合には測定しなければならない。一方，その流量は，

ヒートバランスによって，又は設計値から計算してもよい。 

b) タービン入口流量を決定するには，一般に復水系又はボイラ給水系における水量を測定しなければな

らない。ただし，1 機 1 缶のユニットシステムでない場合，ボイラから他へ多量の蒸気を送気してい

る場合などは，タービンの入口の近くで蒸気流量を測定してもよい。 
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5.3.2 主要流量の測定 

5.3.2.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.3.2.1“一般”を適用する。 

5.3.2.2 主要流量を測定する絞り機構 

JIS B 8102:20xx の 5.3.2.2“主要流量を測定する絞り機構”を適用する。 

5.3.2.3 主要流量を測定する超音波流量計 

JIS B 8102:20xx の 5.3.2.3“主要流量を測定する超音波流量計”を適用する。 

5.3.3 流量計の取付方法及び位置 

5.3.3.1 絞り機構の取付方法及び位置 

JIS B 8102:20xx の 5.3.3.1“絞り機構の取付方法及び位置”を適用する。 

5.3.3.2 超音波流量計の取付方法及び位置 

JIS B 8102:20xx の 5.3.3.2“超音波流量計の取付方法及び位置”を適用する。 

5.3.3.3 追加の主要流量計の位置 

確認試験の正確性と信頼性のために，受渡当事者間の協定によって，適切な流量計を，最終給水加熱器

後の高圧給水系統に追加してもよい。脱気器入口と最終給水加熱器出口の両方の流量測定の例を，附属書

H に示す。 

5.3.4 水流量用主要流量装置の校正 

5.3.4.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.3.4.1“一般”を適用する。 

5.3.4.2 主要流量を測定する絞り機構の校正 

JIS B 8102:20xx の 5.3.4.2“主要流量を測定する絞り機構の校正”を適用する。 

5.3.4.3 超音波流量計の校正 

JIS B 8102:20xx の 5.3.4.3“超音波流量計の校正”を適用する。 

5.3.5 流量計の検査 

5.3.5.1 絞り機構の検査 

JIS B 8102:20xx の 5.3.5.1“絞り機構の検査”を適用する。 

5.3.5.2 超音波流量計の検査 

5.3.5.2.1 ゼロ流量確認 
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

JIS B 8102:20xx の 5.3.5.2.1“ゼロ流量確認”を適用する。 

5.3.5.2.2 目視確認  

JIS B 8102:20xx の 5.3.5.2.2“目視確認”を適用する。 

5.3.6 差圧測定 

5.3.6.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.3.6“差圧測定”を適用する。 

5.3.6.2 タービン改造前後の差圧測定 

一連の試験の再現性が必要な場合，電気式の差圧伝送器の使用を推奨する。これらは，長期間の再現性

を示し，適切な正確性ももたなければならない。さらに，測定の不確かさを減らすために，それぞれの計

測座に複数個の差圧伝送器を設置してもよい。 

5.3.7 水量の変動 

JIS B 8102:20xx の 5.3.7“水量の変動”を適用する。 

5.3.8 副次流量測定 

5.3.8.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.3.8.1“一般”を適用する。 

5.3.8.2 給水加熱器への抽気流量 

JIS B 8102:20xx の 5.3.8.2“給水加熱器への抽気流量”を適用する。 

5.3.8.3 高圧給水加熱器のドレン 

JIS B 8102:20xx の 5.3.8.3“高圧給水加熱器のドレン”を適用する。 

5.3.8.4 湿分分離器及び再熱器のドレン 

JIS B 8102:20xx の 5.3.8.4“湿分分離器及び再熱器のドレン”を適用する。 

5.3.8.5 ボイラ給水ポンプ用タービンへの蒸気の供給 

JIS B 8102:20xx の 5.3.8.5“ボイラ給水ポンプ用タービンへの蒸気の供給”を適用する。 

5.3.8.6 タービンのグランドの漏れ 

JIS B 8102:20xx の 5.3.8.6“タービンのグランドの漏れ”を適用する。 

5.3.8.7 減温器用注水流量 

JIS B 8102:20xx の 5.3.8.7“減温器用注水流量”を適用する。 

5.3.8.8 ボイラ給水ポンプの軸封及び釣合い用水量 
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

JIS B 8102:20xx の 5.3.8.8“ボイラ給水ポンプの軸封及び釣合い用水量”を適用する。 

5.3.8.9 保有水量の変化 

JIS B 8102:20xx の 5.3.8.9“保有水量の変化”を適用する。 

5.3.8.10 漏れ量の決定 

JIS B 8102:20xx の 5.3.8.10“漏れ量の決定”を適用する。 

5.3.9 頻度の低い副次流量 

5.3.9.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.3.9.1“一般”を適用する。 

5.3.9.2 エゼクタ駆動蒸気 

JIS B 8102:20xx の 5.3.9.2“エゼクタ駆動蒸気”を適用する。 

5.3.9.3 補給水量 

JIS B 8102:20xx の 5.3.9.3“補給水量”を適用する。 

5.3.9.4 軸封水 

JIS B 8102:20xx の 5.3.9.4“軸封水”を適用する。 

5.3.9.5 補機の排気蒸気 

JIS B 8102:20xx の 5.3.9.5“補機の排気蒸気”を適用する。 

5.3.10 水及び蒸気の密度 

JIS B 8102:20xx の 5.3.10“水及び蒸気の密度”を適用する。 

5.3.11 復水器の冷却水量の決定 

JIS B 8102:20xx の 5.3.11“復水器の冷却水量の決定”を適用する。 

5.4 圧力測定（復水タービンの排気圧力を除く） 

5.4.1 測定する必要がある圧力 

JIS B 8102:20xx の 5.4.1“測定する必要がある圧力”を適用する。 

5.4.2 圧力測定用計器 

5.4.2.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.4.2.1“一般”を適用する。 

5.4.2.2 圧力伝送器 
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

JIS B 8102:20xx の 5.4.2.2“圧力伝送器”を適用する。 

5.4.3 主な圧力測定 

JIS B 8102:20xx の 5.4.3“主な圧力測定”を適用する。 

5.4.4 圧力測定用の孔及び接続管 

5.4.4.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.4.4.1“一般”を適用する。 

5.4.4.2 大気圧以上の圧力に対して 

JIS B 8102:20xx の 5.4.4.2“大気圧以上の圧力に対して”を適用する。 

5.4.4.3 大気圧付近の圧力に対して 

JIS B 8102:20xx の 5.4.4.3“大気圧付近の圧力に対して”を適用する。 

5.4.4.4 大気圧以下の圧力に対して 

JIS B 8102:20xx の 5.4.4.4“大気圧以下の圧力に対して”を適用する。 

5.4.5 隔離弁 

JIS B 8102:20xx の 5.4.5“隔離弁”を適用する。 

5.4.6 圧力測定計器の校正 

JIS B 8102:20xx の 5.4.6“圧力測定計器の校正”を適用する。 

5.4.7 大気圧 

JIS B 8102:20xx の 5.4.7“大気圧”を適用する。 

5.4.8 読取りの補正 

5.4.8.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.4.8.1“一般”を適用する。 

5.4.8.2 水頭の補正 

JIS B 8102:20xx の 5.4.8.2“水頭の補正”を適用する。 

5.5 復水タービンの排気圧力の測定 

5.5.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.5.1“一般”を適用する。 

5.5.2 測定面 
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

JIS B 8102:20xx の 5.5.2“測定面”を適用する。 

5.5.3 圧力取出し口 

JIS B 8102:20xx の 5.5.3“圧力取出し口”を適用する。 

5.5.4 マニホールド 

JIS B 8102:20xx の 5.5.4“マニホールド”を適用する。 

5.5.5 接続管 

JIS B 8102:20xx の 5.5.5“接続管”を適用する。 

5.5.6 計器 

JIS B 8102:20xx の 5.5.6“計器”を適用する。 

5.5.7 校正 

JIS B 8102:20xx の 5.5.7“校正”を適用する。 

5.6 温度測定 

5.6.1 温度の測定点 

JIS B 8102:20xx の 5.6.1“温度の測定点”を適用する。 

5.6.2 温度測定用計器 

JIS B 8102:20xx の 5.6.2“温度測定用計器”を適用する。 

5.6.3 主要温度の測定 

JIS B 8102:20xx の 5.6.3“主要温度の測定”を適用する。 

5.6.4 給水系統の温度測定（抽気蒸気温度の測定を含む） 

JIS B 8102:20xx の 5.6.4“給水系統の温度測定（抽気蒸気温度の測定を含む）”を適用する。 

5.6.5 復水器冷却水温度の測定 

JIS B 8102:20xx の 5.6.5“復水器冷却水温度の測定”を適用する。 

5.6.6 温度計筒（温度ウェル） 

JIS B 8102:20xx の 5.6.6“温度計筒（温度ウェル）”を適用する。 

5.6.7 温度測定の際の注意事項 

JIS B 8102:20xx の 5.6.7“温度測定の際の注意事項”を適用する。 

5.7 蒸気湿り度の測定 



22 
B 8105：9999  

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

5.7.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.7.1“一般”を適用する。 

5.7.2 トレーサの技術 

JIS B 8102:20xx の 5.7.2“トレーサの技術”を適用する。 

5.7.3 復水法 

JIS B 8102:20xx の 5.7.3“復水法”を適用する。 

5.7.4 定量注入法 

JIS B 8102:20xx の 5.7.4“定量注入法”を適用する。 

5.7.5 定量注入法による抽気蒸気の比エンタルピー 

5.7.5.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.7.5.1“一般”を適用する。 

5.7.5.2 注入点 

JIS B 8102:20xx の 5.7.5.2“注入点”を適用する。 

5.7.5.3 サンプル取出し点 

JIS B 8102:20xx の 5.7.5.3“サンプル取出し点”を適用する。 

5.7.5.4 サンプル流量 

JIS B 8102:20xx の 5.7.5.4“サンプル流量”を適用する。 

5.7.6 トレーサ及びその使用法 

5.7.6.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 5.7.6.1“一般”を適用する。 

5.7.6.2 放射性トレーサ 

JIS B 8102:20xx の 5.7.6.2“放射性トレーサ”を適用する。 

5.7.6.3 非放射性トレーサ 

JIS B 8102:20xx の 5.7.6.3“非放射性トレーサ”を適用する。 

5.7.7 改造へのトレーサ技術の適用 

主要流量又は副次流量は，流量計の欠陥及び不正確さによって，正確に測定できない可能性がある。こ

の場合，トレーサの技術は，受渡当事者間の詳細な検討と合意によって，代替案として採用可能である。 

5.8 時間の測定 
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

JIS B 8102:20xx の 5.8“時間の測定”を適用する。 

5.9 回転速度の測定 

JIS B 8102:20xx の 5.9“回転速度の測定”を適用する。 

6 熱的試験の評価 

6.1 評価の準備 

試験結果の評価には，最終結果の正確性に関係する一連の評価作業を含んでいる。改善量を保証した改

造蒸気タービンの保証値は，改造前後の試験の測定値の差で決定する。改造前後の測定値は，全ての影響

ある要因を考慮して，タービン性能の改善量の計算に使用する。改造前後の試験時の運転条件を可能な限

り近づけることは，不確かさに対する補正を減らし，評価を簡単にする。中でも，最も重要な要因は，系

統の遮断と漏れである。また，試験結果の測定上の不確かさも，決定しなければならない（JIS B 8102:20xx
の箇条 8，附属書 F 及び附属書 H 参照）。 

試験結果は，試験中の測定値から，JIS B 8102:20xx の 3.4“用語及び定義”及びこの規格の 3.5 に従って

計算する。 

測定値を評価する前に，実際に測定した期間全体のうち，どの期間を公式試験期間とするかを決めなけ

ればならない。この期間は，少なくとも JIS B 8102:20xx の 4.8.3“試験の継続時間及び読みの周期”で規

定された期間と同等でなければならない。この期間は，絶対値試験に対して，JIS B 8102:20xx の 4.8.1“試

験状態の安定性”及び 4.8.2“試験状態の最大許容偏差及び許容変動”の規定を満足していなければならな

い。相対値試験に対しては，表 4 と 4.3.1“受渡試験時期”を適用する。この選定した期間の最初と最後に

対応して，積算量計を含む全ての計器の読み，及び対応する時間を測定していなければならない（JIS B 
8102:20xx の 6.2.1“測定値の平均”参照）。 

試験中に運転の乱れがあった場合には，その間の全ての読みを除外してもよい。しかし，その場合でも，

乱れの前後で運転状態に変化がなかったことを明確にしなければならない。乱れの前と後の期間を分けて

評価する場合，試験結果の不確かさを試験期間の分割の数の平方根で除してはならない。しかし，試験は

幾つかの期間に分けて評価しなければならない場合も起こり得る。試験中に系統の遮断が崩れたが，また，

確立した場合にだけ，分割したものとみなすことが可能である。 

試験中に，測定計器が一時的に故障した場合には，受渡当事者間の合意によって，測定できなかった測

定値を，他の測定値から推定するか，又はプラントの運転状態が十分に安定しているならば，測定開始前

又は計器の復旧後の測定値に置き換えてもよい。例えば，タービン入口の蒸気温度は，ボイラ出口の蒸気

温度とタービン入口温度の差が，ほぼ一定であることから計算することが可能である（JIS B 8102:20xx の

4.8.7“追加測定”参照）。 

6.2 結果の計算 

6.2.1 測定値の平均 

JIS B 8102:20xx の 6.2.1“測定値の平均”を適用する。 

6.2.2 測定平均値の補正 

JIS B 8102:20xx の 6.2.2“測定平均値の補正”を適用する。 
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

6.2.3 測定値の評価 

6.2.3.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 6.2.3.1“一般”を適用する。 

6.2.3.2 複数の測定に関する評価 

JIS B 8102:20xx の 6.2.3.2“複数の測定に関する評価”を適用する。（附属書 B 参照）。 

6.2.3.3 質量流量バランス 

JIS B 8102:20xx の 6.2.3.3“質量流量バランス”を適用する。（附属書 C 参照）。 

6.2.3.4 測定時の系外への漏れ 

測定時の系外への漏れを可能な限り試験前に確認し，解消しなければならない。もし，確認した漏れを

解消できない場合，それらの流量を測定するか又は推定する。それらの推定値は，主要流量又は副次流量

の計算に含める。 

試験中の最大許容漏れ量は，全負荷蒸気流量の 0.6 %を目標として，受渡当事者間の協定とする。さら

に，改造前後の試験で，不明の漏れ量の差は，別に協定されている場合を除き，全負荷時の主蒸気流量の

0.2 ％を超えてはならない。実際の不明の漏れ量を決定するために，改造前試験の前に予備試験を行うの

が望ましい。可能ならば，漏れ量を，推定して，ヒートバランスに含めなければならない。なお，国際対

応規格にて記載する表 3 について，その適用は受渡当事者間の協議によって決定する。 

表 3－不明な漏れ量の配分例 

漏えい（洩）箇所 従来の火力プラント 原子力プラント 
ボイラ・蒸気発生器 40 % 0 % 

入口蒸気配管 

（バイパステーション含む） 

20 % 30 % 

関連抽気及び再熱器システムを備

えた高圧蒸気タービン 

40 % 70 % 

 

6.2.4 蒸気表 

JIS B 8102:20xx の 6.2.4“蒸気表”を適用する。 

6.2.5 試験結果の計算 

6.2.5.1 一般 

蒸気タービンの改造部分及び保証値によって，性能試験の測定範囲，試験結果の計算法は異なるため，

事前に受渡当事者間で合意した定義式に従って試験結果の計算を実施する。湿り段落でない高圧タービン

又は中圧タービンの内部効率の決定には，流量測定は必要なく，温度及び圧力の測定だけで可能である。

しかし，同一流量の測定個数は，保証の条件と要求される精度に従って決定しなければならない（附属書

H 参照）。 

熱消費率及び低圧タービンの効率の決定には，流量を決定することが必要となり，したがって，次の各

項目についてあらかじめ具体的に協議しておく必要がある。 
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6.2.5.1A 主蒸気流量 

JIS B 8102:20xx の 6.2.5A“主蒸気流量”を適用する。 

6.2.5.1B 低温再熱蒸気流量 

JIS B 8102:20xx の 6.2.5B“低温再熱蒸気流量”を適用する。 

6.2.5.1C 高温再熱蒸気流 

JIS B 8102:20xx の 6.2.5C“高温再熱蒸気流量”を適用する。 

6.2.5.1D 出力 

JIS B 8102:20xx の 6.2.5D“出力”を適用する。 

6.2.5.1E タービンサイクルへの入熱量 

JIS B 8102:20xx の 6.2.5E“タービンサイクルへの入熱量”を適用する。 

6.2.5.1F 熱消費率 

JIS B 8102:20xx の 6.2.5F“熱消費率”を適用する。 

6.2.5.1G 蒸気消費率 

JIS B 8102:20xx の 6.2.5G“蒸気消費率”を適用する。 

6.2.5.2 低圧タービンの効率 

高圧タービン又は中圧タービンと異なり，低圧タービンは膨張線の終点が湿り域にあるため，その効率

を，直接，圧力と温度の測定値から決定することは不可能である。 

この問題を解決するためには，高圧及び中圧タービンの軸出力を求めて，流量及び熱バランスによって

決定する必要がある。低圧タービンの内部出力は，次式で示す。 𝑃LP = 𝑃୧ − 𝑃HP − 𝑃IP  ·················································· (9) 

 𝑚̇in = ෍ 𝑚̇ei + 𝑚̇ସ୒
୧ୀଵ   ·················································· (10) 

 𝑃LP = ෍[𝑚̇ei × 𝛥ℎei] + 𝑚̇ସ × 𝛥ℎUEEP

୒
୧ୀଵ   ···································· (11) 

 
ここで， 𝑃୧： 蒸気の膨張線から求めた内部出力 
 𝑃HP： 高圧タービンの出力 
 𝑃IP： 中圧タービンの出力 
 𝑃LP： 低圧タービンの出力 
 𝑚̇in： 低圧タービンの入口流量 
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 ℎin： 低圧タービン入口比エンタルピー  
 𝑚̇ei： “i”番目の抽気の流量 
 𝛥ℎei = ℎin − ℎei： 低圧タービン入口から“i”番目の抽気ま

での比エンタルピー降下 
 𝑁： 低圧タービンから抽気される抽気の段数 
 𝑚̇ସ： 排気流量 
 ℎUEEP： UEEP の比エンタルピー 
 ℎUEEP = ℎin − ℎUEEP： 低圧タービン入口から排気までの比エン

タルピー降下 
 

2 種類の低圧タービンの内部効率は，次のように定義する。 𝜂UEEP = ℎin − ℎUEEP𝛥ℎୱ   ·················································· (12) 

 𝜂ELEP = ℎin − ℎELEP𝛥ℎ௦   ·················································· (13) 

 
ここで， ℎUEEP − ℎELEP： 回収できない排気損失 
 ℎELEP： ELEP の比エンタルピー 

 

式(11)を計算するためには，内部効率を仮定して計算した内部出力と式(11)の出力が一致するまで収束計

算することが必要である。この過程においては，測定された抽気の比エンタルピーを考慮しなければなら

ない。最も低圧側の抽気の比エンタルピーは，湿り領域のため直接決定は不可能である。したがって，こ

れらは収束計算をしなければならない。この方法では，必要な正確さのためには，広範囲の測定（3.3.11A，

3.5.2，3.5.2A，3.5.3 及び JIS B 8102:20xx の図 2A 参照）が必要である。 

式(11)の結果は，水／蒸気系統に強く影響を受ける。したがって，別個の発電機をもつクロスコンパウン

ド方式の低圧蒸気タービンは，簡単に算出可能である。逆に，高圧・中圧一体で構成された蒸気タービン

は，直接は測定できない高圧から中圧への内部漏えい（洩）が存在するので，高圧と中圧の内部出力の計

算が極めて不正確になり，複雑な問題となる。ほとんどの場合，温度変化法を用いることによって，内部

漏えい（洩）の流量を決定することが可能になる（JIS B 8102:20xx の附属書 E“不確かさ演算の例”参照）。 

一般の原子力タービンの出力バランスの計算は，高圧部も低圧部も湿り域にあるため更に複雑である。

トレーサ法は，高圧と低圧の膨張線間の出力の比率を決定するために湿り度，及び比エンタルピーの決定

に有効である。 

7 試験結果の修正と保証値との比較 

7.1 熱的保証値及び保証条件 

JIS B 8102:20xx の 7.1“熱的保証値及び保証条件”を適用する。 

7.1.1 改造蒸気タービンに特有の保証値及び保証条件 

JIS B 8102:20xx に規定され，改造後の蒸気タービンにも有効である全般的な修正に加えて，改造確認に

関するこの追加の指針では，次のような改造前後の試験の特有な状況に対して許容される調整を行っても

よい。 
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－ 交換していない機器で測定された性能のばらつき。 

－ 対象機器の周辺において独立して変化した境界条件。 

例えば，低圧車室を改造して，同時に高圧車室又は中圧車室で保守を実施すると，改造前後で試験結果

にずれを生じることがある。このような場合，事前確認として，改造をしていない部分の性能への影響を

調査するため，改造前後で比エンタルピー降下試験（又は他の試験）を実施することが望ましい。かつ，

その結果によって改造前試験のベースラインを修正することが望ましい。こうした修正は，修正曲線，修

正係数又は，全体的な計算機解析によって行うことが可能である。 

機器の性能改善の保証値に関して，改造前後の試験の周辺境界条件は，可能な限り改造前後で同一の値

が再現可能な条件下で実施することが望ましい。例えば，車室の出入口圧力比，高圧・中圧タービンの蒸

気ののみ込み容量又は，抽気流量／流入蒸気流量比の個々の偏差は，修正が必要であると考えてよい。 

契約書に記載されておらず，改造前試験でベースライン設定が誤っていると確定できた場合には，熱消

費率改善の保証値について修正が可能である。これは，合意済みの試験手順書に含めるものとし，修正さ

れた改善保証値は，改造のためにプラントを停止するときまでに合意する。 

一般的に，認められる修正は，改造プラント周辺の熱的境界によって決まる。これは，ボイラの発生蒸

気流量などであるが，多くの場合，改造工事が関連プラントの性能を変化させる。その場合は，修正を認

めない方がよい。例えば，改造で再熱器の条件が変われば，再熱器スプレーが影響を受けることがある。

この影響は，調査する必要があり，また一貫性のある修正事項として利用可能な場合がある。同様の配慮

が，復水系統及び給水加熱系統にも当てはまる。 

古いプラントにおいては，蒸気・水の漏えい（洩）がよく見受けられるが，その場合は試験への影響を

十分に考慮しなければならない（6.2.3.4 参照）。 

改造する範囲の系統全体に占める比率が小さくても，他の機器に影響を及ぼす場合は，修正の件数が非

常に多くなる可能性がある。その場合は，多数の修正を同時に処理するため，計算機解析で扱うのが便利

である。 

熱サイクル固有の修正曲線は，タービン製造業者で準備する。購入者は，これらの修正曲線が当該設備

に適用可能であることを確認することが望ましい。修正曲線については，改造前試験に含まれるあらゆる

試験の実施前に合意する。 

一般的に，タービンの改造がもたらすプラント性能への影響については，契約段階で合意することが望

ましい。 

7.2 主蒸気流量の修正 

JIS B 8102:20xx の 7.2“主蒸気流量の修正”を適用する。 

7.3 試験結果の運転条件に対する修正 

7.3.1 最高出力の補正 

JIS B 8102:20xx の 7.3.1“最高出力の補正”を適用する。 

7.3.2 規定された初期蒸気流量の出力補正 
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JIS B 8102:20xx の 7.3.2“規定された初期蒸気流量の出力補正”を適用する。 

7.4 熱効率の修正 

JIS B 8102:20xx の 7.4“熱効率の修正”を適用する。 

7.5 修正値の定義及び適用 

JIS B 8102:20xx の 7.5“修正値の定義及び適用”を適用する。 

7.6 修正方法 

7.6.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 7.6.1“一般”を適用する。 

7.6.2 ヒートバランス計算による修正 

JIS B 8102:20xx の 7.6.2“ヒートバランス計算による修正”を適用する。 

7.6.3 タービン製造業者の提出した修正曲線による効率の修正 

JIS B 8102:20xx の 7.6.3“タービン製造業者の提出した修正曲線による効率の修正”を適用する。 

7.6.4 修正係数を規定するためのテスト 

JIS B 8102:20xx の 7.6.4“修正係数を規定するためのテスト”を適用する。 

7.7 特定のタービンサイクルの補正で考慮しなければならないこと変数 

JIS B 8102:20xx の 7.7“試験結果の運転条件に対する修正”を適用する。 

7.7.1 補正の適用範囲 

JIS B 8102:20xx の 7.7.1“補正の適用範囲”を適用する。 

7.7.2 再熱再生タービン 

JIS B 8102:20xx の 7.7.2“再熱再生タービン”を適用する。 

7.7.3 タービン抽気又は混圧蒸気がないタービン 

JIS B 8102:20xx の 7.7.3“タービン抽気又は混圧蒸気がないタービン”を適用する。 

7.7.4 給水加熱以外の用途の抽気（例えば，工場送気）をもつタービン 

JIS B 8102:20xx の 7.7.4“給水加熱以外の用途の抽気（例えば，工場送気）をもつタービン”を適用する。 

7.7.5 他の形式のタービ 

JIS B 8102:20xx の 7.7.5“他の形式のタービン”を適用する。 

7.8 保証値との比較 
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7.8.1 裕度と重みづけ 

JIS B 8102:20xx の 7.8.1“裕度と重みづけ”を適用する。 

7.8.2 保証値の基準曲線との比較 

JIS B 8102:20xx の 7.8.2“保証値の基準曲線との比較”を適用する。 

7.8.3 保証値の保証点との比較 

JIS B 8102:20xx の 7.8.3“保証値の保証点との比較”を適用する。 

7.8.4 絞り調速タービンにおける保証値の比較 

JIS B 8102:20xx の 7.8.4“絞り調速タービンにおける保証値の比較”を適用する。 

7.8.5 抽気（工場送気）タービンにおける保証値の比較 

JIS B 8102:20xx の 7.8.5“抽気（工場送気）タービンにおける保証値の比較”を適用する。 

7.8.6 改造保証比較の追加検討 

契約書に記載する改造性能に関する保証は，改造確認試験後に想定される条件を分かりやすく，かつ，

明確に記載する。 

受渡当事者間で合意済みの全ての裕度値を含め，完全に修正された試験結果が契約書の保証値を満足す

る場合は，契約は遂行されたとする。合意済みの裕度値を確定する際は，一般的に想定される性能水準を

指定するが，裕度値は必ずしも測定の不確かさの積み上げ値と等しくする必要はない。ただし，契約に裕

度値が定められていない場合は，この規格に基づき算出した測定の不確かさを上限の目安として，当事者

間で合意しなければならない。 

7.9 タービン性能の経年劣化 

7.9.1 経年劣化の影響を最小限に抑えるタイミング 

JIS B 8102:20xx の 7.9.1“経年劣化の影響を最小限に抑えるタイミング”を適用する。 

7.9.2 比較試験による補正方法 

JIS B 8102:20xx の 7.9.2“比較試験による補正方法”を適用する。 

7.9.3 比較試験を実施しない場合の補正方法 

JIS B 8102:20xx の 7.9.3“比較試験を実施しない場合の補正方法”を適用する。 

7.9.4 改造後の機器の性能低下 

新しい機器が古いプラントに設置されることが多いため，変則的な劣化の影響を受けることから，改造

の場合は劣化に関して注意を要する。特に，経年劣化の程度による許容値は，受渡当事者間で協定してお

く。性能改善に関する保証の場合，改造前試験は，前後の測定での試験計器のずれを最小限にするため，

停止直前に実施する。試験実施時期は 4.3.1 に従う。内部効率を確認するための比エンタルピー降下試験

は，大規模な準備なしに行えるので速やかに実施することが望ましい。 
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試験が改造後の運転再開の日から 8 週間以上やむを得ず遅れる場合，そうした遅延を考慮するため，火

力プラントにおける熱消費率劣下への影響係数を表 4 に参考として示す。各機器の効率低下が熱消費率に

及ぼす影響は，系統ごとに，試験前に受渡当事者間で合意することが望ましい。 

表 4－内部効率が熱消費率に与える一般的影響（HP:IP:LP=4 : 2 : 1 とした場合の例） 

 ∆𝜂比 
熱消費率∆𝜂（%) 

サイクル固有 

感度 

内部効率影響

係数 ∆HR（%) 

内部効率 

低下影響度 ∆HR 

HP 4/7 0.80 0.15:内部効率影響係数：∆ୌୖ
熱消費率：∆𝜼  0.120 0.44 

IP 2/7 0.40 0.19:内部効率影響係数：∆ୌୖ
熱消費率：∆𝜼  0.076 0.28 

LP 1/7 0.20 0.38:内部効率影響係数：∆ୌୖ
熱消費率：∆𝜼  0.076 0.28 

 

上記の影響係数は，改造した車室に適用する。例えば，高圧車室だけを改造する場合，影響係数は表 4
より 0.44 で，JIS B 8102:20xx の 7.9 で定義する経年劣化量の 44 ％になる。これに対応する内部効率への

影響係数は，“熱消費率／内部効率影響係数”で求めることができる（G.2.2.2 参照）。他の構成及び系統に

ついては，車室の影響する比率を再計算しなければならないので，試験前に受渡当事者間で合意すること

が望ましい。 

8 測定の不確かさ 

8.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 8.1“一般”を適用する（附属書 D 参照）。 

8.2 蒸気及び水の測定の不確かさの決定 

8.2.1 圧力 

JIS B 8102:20xx の 8.2.1“圧力”を適用する。 

8.2.2 温度 

JIS B 8102:20xx の 8.2.2“温度”を適用する。 

8.2.3 比エンタルピと比エンタルピー差 

JIS B 8102:20xx の 8.2.3“比エンタルピーと比エンタルピー差”を適用する。 

8.3 出力測定上の不確かさの計算 

8.3.1 電気出力測定 

JIS B 8102:20xx の 8.3.1“電気出力測定”を適用する。 

8.3.2 機械出力測定 

JIS B 8102:20xx の 8.3.2“機械出力測定”を適用する。 
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8.3.3 整定していない負荷状態によって付け加わる不確かさの裕度 

JIS B 8102:20xx の 8.3.3“整定していない負荷状態によって付け加わる不確かさの裕度”を適用する。 

8.4 流量測定の不確かさの決定 

8.4.1 流量測定の不確かさ 

JIS B 8102:20xx の 8.4.1“流量測定の不確かさ”を適用する。 

8.4.2 主要流量の多重測定時の測定の不確かさ 

JIS B 8102:20xx の 8.4.2“主要流量の多重測定時の測定の不確かさ”を適用する。 

8.4.3 サイクルの不完全さに対する許容の不確かさ 

JIS B 8102:20xx の 8.4.3“サイクルの不完全さに対する許容の不確かさ”を適用する。 

8.5 測定誤差の計算 

8.5.1 一般 

JIS B 8102:20xx の 8.5.1“一般”を適用する。 

8.5.2 熱効率の測定の不確かさ 

JIS B 8102:20xx の 8.5.2“熱効率の測定の不確かさ”を適用する。 

8.5.3 タービン効率の測定の不確かさ 

JIS B 8102:20xx の 8.5.3“タービン効率の測定の不確かさ”を適用する。 

8.5.4 修正の不確かさ 

JIS B 8102:20xx の 8.5.4“修正の不確かさ”を適用する。 

8.5.5 結果の測定の不確かさに対する目安値 

JIS B 8102:20xx の 8.5.5“結果の測定の不確かさに対する目安値”を適用する。 

8.6 不確かさ演算の例 

JIS B 8102:20xx の附属書 F“不確かさ演算の例”を適用する。 
  



32 
B 8105：9999  

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

附属書 A 
（規定） 

復水器及び給水加熱器の漏れ試験 

A.1 一般事項 

JIS B 8102:20xx の A.1“一般事項”を適用する。 

A.2 給水加熱器の漏れ試験 

JIS B 8102:20xx の A.2“給水加熱器の漏れ試験”を適用する。 

A.3 復水器の漏れ試験 

JIS B 8102:20xx の A.3“復水器の漏れ試験”を適用する。 
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附属書 B 
（規定） 

多重測定の評価，適合性 

B.1 一般事項 

JIS B 8102:20xx の B.1“一般事項”を適用する。 

B.2 説明 

JIS B 8102:20xx の B.2“説明”を適用する。 
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附属書 C 
（規定） 

質量流量バランス 

C.1 一般事項 

JIS B 8102:20xx の C.1“一般事項”を適用する。 

C.2 説明 

JIS B 8102:20xx の C.2“説明”を適用する。 

C.3 さらに進んだ評価のための手順（参考） 

JIS B 8102:20xx の C.3“さらに進んだ評価のための手順（参考）”を適用する。 
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附属書 D 
（参考） 

受渡試験における“測定の不確かさ”及び誤差伝ぱ（播）の簡単な統計的

定義 

D.1 一般事項 

JIS B 8102:20xx の D.1“一般事項”を適用する。 

D.2 説明 

JIS B 8102:20xx の D.2“説明”を適用する。 
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附属書 E 
（参考） 

温度変化試験方法 

E.1 一般事項 

JIS B 8102:20xx の E.1“一般事項”を適用する。 

E.2 説明 

JIS B 8102:20xx の E.2“説明”を適用する。 

E.3 漏えい（洩）流量を決定する可能性 

JIS B 8102:20xx の E.1“漏えい（洩）流量を決定する可能性”を適用する。 

E.4 適用例 

JIS B 8102:20xx の E.2“適用例”を適用する。 
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附属書 F 
（規定） 

測定結果の不確かさ－改造への適用 2) 

F.1 一般事項 

改造蒸気タービンに特有の熱的性能試験において，誤差伝ぱ（播）則から信頼区間を計算する方法につ

いて記述する。 

注 2) JIS B 8102:20xx の 8.1“一般”及び附属書 D を参照する。附属書 F は，改造適用のための不確か

さを扱い，JIS B 8102:20xx の附属書 D“受渡試験における測定の不確かさと誤差伝ぱ（播）則と

の簡単な統計的定義”に記載されている内容を完了する。 

F.2 説明 

改造を適用する場合，保証は絶対保証又は相対保証になる。改造保証が絶対保証の場合，不確かさは JIS 
B 8102:20xx に記載されているように評価される。改造保証が相対保証であり，改造前後の試験で検証され

ている場合は，系統誤差及び偶然誤差を更に考慮する。保証は相対的なものであるため，系統誤差の影響

は軽減される。この附属書では，相対的な保証（改善）保証付きの改造状況に特有の試験方法と公式化を

推奨している。 

相対的な保証の場合，結果の系統誤差は減少する。理想的には消えるはずであるが，実際には，次のよ

うな幾つかの原因によって，これを達成することは不可能である。 
－ 交換される測定器の数。 

－ タービン改造前とタービン改造後試験との間の経過時間 

－ タービン改造後試験の校正とタービン改造前の校正との変更 

－ タービン改造前とタービン改造後試験との間で同じ測定器のオフセット（ドリフト）が生じる可能

性がある。 

したがって，事前及び事後試験の系統誤差の方向的影響を考慮する必要がある。相関変数 VC（y）の信

頼区間は，式(F1)に従って計算される。 

𝑉େ(𝑦) = ඩ෍ ൤ 𝜕𝑓𝜕𝑥୧൨2 𝑉2(𝑥̅௜)୒
୧ୀଵ + 2 ෍ ෍ 𝜕𝑓𝜕𝑥୧ ∗ 𝜕𝑓𝜕𝑥୨ ∗ 𝑟൫𝑥୧, 𝑥୨൯ ∗ 𝑉(𝑥୧) ∗୒

୨ୀ୧ାଵ 𝑉൫𝑥୨൯୒ିଵ
୧ୀଵ   ······· (F1) 

 
ここで， 𝑟൫𝑥୧, 𝑥୨൯ は 𝑥୧ と 𝑥୨ との相関関数であり，以下の範囲となる。 −1 ≤ r ( 𝑥నഥ  , 𝑥఩തതത ) ≤ ± 1  

𝑥୧ と 𝑥୨ とが独立の時は以下となる。 𝑟 ൫ 𝑥నതതത , 𝑥఩തതത ൯ = 0   

 

あらゆる依存パラメータ［例えば，熱消費率（f1），低圧タービン効率（f2）など］は，多数の独立パラメ

ータ x1, x2,・・・・xN の関数であると仮定する。このため，式(F2)から(F4)が成り立つ。 
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 𝑓ଵ = 𝑓ଵ(𝑥ଵ, 𝑥ଶ,⋅⋅ 𝑥୒)  ·················································· (F2) 

 𝑓ଶ = 𝑓ଶ(𝑥ଵ, 𝑥ଶ,⋅⋅ 𝑥N)  ·················································· (F3) 

 𝑓L = 𝑓௅(𝑥ଵ, 𝑥ଶ,⋅⋅ 𝑥N)  ·················································· (F4) 

 

各パラメータ xN に対する個体差商（感度係数）は，各関数 f1，f2・・・fL の偏微分
(డ௙L)డ௫N

として定義され

る。 

特定の変数が，幾つかの独立した測定器（例えば，幾つかの流量バランスによるスロットル蒸気流量）

によって同時に測定される場合，不確かさの重み付き平均値及び信頼区間は，JIS B 8102:20xx の 6.2.3.2“複

数の測定に関する評価“及び 8.1“一般“に従って決定することが可能である。 

ここで，𝑥̅は変数 x の重み付き平均値，𝑉୶തは重み付き平均値における信頼区間である。 

試験前後の各変数の系統誤差の相関度合いを考慮し，各試験内で変数が独立であると仮定すると，相対

（改善）保証の信頼区間（例えばデルタ熱消費率）は，次のように書くことが可能である。 𝑉௱HR = ±√𝐴 + 𝐵 + 𝐶  ·············································· (F5) 

 
ここで， 
 𝐴 = ෍ ቎൭𝜕𝛥𝐻𝑅𝜕𝑥୧ ⋅ 𝑉sys(𝑥̄୧)൱ଶ

Pre

+ ൭𝜕𝛥𝐻𝑅𝜕𝑥୧ ⋅ 𝑉sys(𝑥̄୧)൱ଶ
Post

቏୒
୧ୀଵ   ·················(F6) 

 

𝐵 = ෍ 2 ⋅ 𝑟൫𝑥̄୧,Pre, 𝑥̄୧,Post൯ ⋅ ൭𝜕𝛥𝐻𝑅𝜕𝑥୧ ⋅ 𝑉sys
(𝑥̄୧)൱

Pre

⋅ ൭𝜕𝛥𝐻𝑅𝜕𝑥୧ ⋅ 𝑉sys
(𝑥̄୧)൱

Post

୒
୧ୀଵ   ········ (F7) 

 𝐶 = ෍ ቎൭𝜕𝛥𝐻𝑅𝜕𝑥୧ ⋅ 𝑉ran
(𝑥̄୧)൱ଶ

Pre

+ ൭𝜕𝛥𝐻𝑅𝜕𝑥୧ ⋅ 𝑉ran
(𝑥̄୧)൱ଶ

Post

቏୒
୧ୀଵ   ·················(F8) 

ここで， 𝑟 (𝑥̅୧, Pre, 𝑥̅୧, Post) は試験前後の変数 𝑥୧ の相関係数であり，以下の範囲となる。 
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−1 ≤ 𝑟(𝑥̅୧, Pre, 𝑥̅୧, Post) ≤ +1  

試験前後の変数 𝑥௜ が独立の時は以下となる。 𝑟(𝑥̅୧, Pre, 𝑥̅୧, Post) = 0  

 (డ∆ுோ)డ௫̅౟ ： デルタ熱消費率の変動感度係数 

 Vsys： 変数の系統的信頼区間 
 Vran： 変数数の確率信頼区間 
 Pre： 改造前の試験条件 
 Post： 改造後の試験条件 

 

相関係数 r は，考慮された変数に対する系統誤差の試験前後の相関を表す。 

式(F6)から式(F8)の偏微分商は，適切に定義され数値計算された差分商に置き換えてもよい。 

ほとんどの場合，また，特に改造状況を扱う場合，計算されたパラメータを解析関数として表現するこ

とは極めて困難な場合がある。したがって，計算によって微分係数を決定することを推奨する。 

厳密には，誤差伝ぱ（播）則は，全ての変数が互いに真に独立である場合だけに適用可能である。実際

のほとんどの場合，物理的性質及び係数の値は，測定された変数の値に依存する。この際，測定変数と物

理的性質及び係数の相互関係を誤差伝ぱ（播）則の適用前に式(F6)から(F8)に導入する。 

しかし，変数の相互依存性の影響が試験の評価を大幅に簡素化し，また，測定不確かさの計算値に重大

な影響を及ぼさない場合には，変数の相互依存性の影響を無視してもよい。 
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附属書 G 
（参考） 

改造効果の計算方法―数値計算例（火力用及び原子力用） 

G.1 一般事項 

火力用及び原子力用タービンの高圧部又は低圧部を改造した場合で，性能改善を絶対保証した場合と相

対保証をした場合とについて，その改善量を計算する方法を計算例として記載する。 

実際に改造を行った場合に適用した二つの計算例を示す。しかし，これらの例は，この方法を必ず取ら

なければならないということをいっているわけではなく，一つの方法を示している。 

G.1.1 改造後の性能を保証した火力用再熱タービン 

絶対保証か，相対保証を行うかを決める方法は，この規格の表 2 に示す推奨方法に基づけばよい。高圧

タービンを改造する場合には，改造部の膨張領域が全て過熱領域にあるので，内部効率の絶対的保証でも，

相対的な保証でもよい。低圧タービンを改造する場合には，部分的に湿り領域に入ってしまうので，熱消

費率に対する相対的な保証を行うのがよい。相対的な保証を行う場合には，改善量のベースは第一に公称

の熱精算図に基づく。そして，ベースからの改善量は，改造後性能試験において達成された実際の改善量

を，最終的に確認するために，改造前性能試験の測定点に対比して保証の修正を行う。 

G.1.2 加圧水形原子炉（PWR）のタービン部分 

保証の基本となるものは，契約上の保証熱精算の系統における，性能改善の保証につながる改造前性能

試験の熱精算図である。改造後の測定結果を，試験熱精算図にまとめる。 

改善のための改造を 2 個別々に行った場合には，プラントのそれぞれの改造に対してまとめる。 

G.2 一般火力用再熱タービンの改造例 

G.2.1 一般 

この改造例は，一般事業用火力プラントで，定格出力 500 MV，毎分 3 000 回転で，一軸（タンデム）に

高圧，中圧及び二低圧車室で構成した，一段再熱再生サイクルタービン・発電機に関するものである。設

計蒸気条件は，主蒸気圧力：16.0 MPa，主蒸気温度及び再熱蒸気温度：540 ℃で，復水器圧力：50 hPa で

ある。低圧タービンは，全環状排気面積が 31.67 m2の 2 車室 4 流排気式である。 

サイクル構成は，図 G.3 に示すように，5 段（4 段給水加熱器＋1 段脱気器）の給水加熱設備をもち，単

純化するために，グランドの漏えい（洩）蒸気のない構成としている。図 G.3 は，基本として考えるべき

基準熱精算図，又は基準受渡試験のときの熱精算図を示す。図 G.4 に，一定の蒸気加減弁開度において，

相当する熱消費率の修正係数曲線を示す。 

図 G.4 に示す各修正曲線は，代表的な例である。したがって，実際の改造の試験方案に対しては，その

改造内容に適切な修正曲線を作成しなければならない。この修正曲線の例は，高圧車室の改造（G.2.2 は，

中圧車室を改造する場合にも適用可能である。），及び低圧車室の改造（G.2.3 参照）にも適用可能である。

ここでは，両方の場合共に，他の附属設備を除いて，厳密にタービン－発電機の面から取り扱う。G.2.4 で

は，全体性能に影響を及ぼす関連するプラントの効果を説明する基準熱精算からの基本の効率改善は，次

のように計算する（図 G.1 参照）。 
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a) 高圧車室  
 

 
 
 

図 G.1－高圧車室の膨張線図 
 

図 G.3 から，主蒸気温度：𝑡tp＝540 ℃，主蒸気圧力：𝑝tp＝16.0 MPa に対応する比エンタルピーは，ℎ୧୬＝
3 410.34 kJ/kg となる。 

ℎ୧୬＝3 410.34 kJ/kg と𝑝in＝15.68 MPa から，入口の比エントロピーは，𝑠＝6.4565 kJ/（kg・K）となる。 

したがって，𝑝out＝4.20 MPa まで断熱膨張させると，熱落差：𝛥ℎୱ＝382.49 kJ/kg となる。 

実際の膨張の終点：ℎoutは，𝑝out＝4.20 MPa，排気温度：𝑡୭୳୲＝346.1 ℃から，ℎout＝3 080.5 kJ/kg となる。 

したがって，高圧車室の基本効率は，次の計算のようになる。 𝜂cylିHP＝
3 410.3－3 080.5382.49 ＝86.23 ％  

また，同じ計算方法で，中圧タービン内部効率（𝜂cylିIP）は89.87 ％となる。 

b) 低圧車室 

内部の蒸気の膨張が部分的に湿り蒸気の領域にある低圧車室では，排気損失“LL”（これは主に，動エネ

ルギーである。）がかなりの量を占めており，一般に適用する場合に，次のように取り扱えばよい（図 G.2）。 
 

s 比エントロピーkJ/kg/K 
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図 G.2－低圧車室の膨張線図 
 
 

ここで，𝜂cyl = ௛inି௛out௱௛౩ は全体値を表し，ℎoutは，“UEEP”（有効エネルギーの最終点）と呼ぶ。 

この点は湿り領域内にあるので，効率は一般的に全体のサイクルの出力バランス計算から推定する（6.3.8
参照）。 

低圧膨張線の計算を繰り返し行って，ℎout値が次の値になるまで計算する。 

車室膨張出力：∑( HP + IP + LP )－外部損失（機械的損失，電気的損失など）＝発電機出力 

図 G.3 から，出力バランスは次のようになる。 

発電機出力 500 000 kW 

外部損失 機械的損失 +2 000 kW 

 電気的損失 +7 614 kW 

高圧部 402.203 kg/s×(3 410.3 kJ/kg－3 080.5 kJ/kg) －132 646 kW 

中圧部 359.791 kg/s×3 538.0 kJ/kg－25.501 kg/s×3 293.8 kJ/kg－334.290 kg/s×
3 005.8 kJ/kg 

－184 136 kW 

低圧部 309.914 kg/s×3 005.8 kJ/kg－21.226 kg/s×2 760.5 kJ/kg－16.376 kg/s × 

 2 534.5 kJ/kg－272.31 kg/s × hout 

192 832 kW 

したがって，hout＝2 345.2 kJ/kg＝hUEEP となる。 
蒸気表を用いて，𝑝in＝0.497 5 MPa，ℎin＝3 005.8 kJ/kgから，50 hPa まで断熱膨張すると次式となる。 𝛥ℎୱ＝761.8 kJ/kg 

さらに，低圧部の効率は次式となる。 

cyl－LP＝
3 005.8－2 345.2

761.8 ＝86.7 ％  

 

s 比エントロピーkJ/kg/K 
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試験サイクルのあらゆる部分において，効率低下要因が全て見つけ出されているわけではないので，低

圧部の効率の低減値に誤差を与える可能性があり，この測定の結果を，慎重に取り扱わなければならな

い。 

膨張線を仮想した終点（ELEP）は，タービン製造業者が提出する排気損失曲線（この曲線には，動エネ

ルギーの主要損失と，車室と転向損失の効果を含んでいる。）から得た(ℎUEEP − ℎELEP)  を差し引いて求め

る。このことは，次の関係式から得られる。 

(hUEEP-hELEP)＝（排出の動エネルギー，LL）×（排気における湿り効率） ········ (G1) 

低圧車室の静的な湿り効率は次の式で表される。 𝜂cylିLP,wet = ℎin − ℎELEP𝛥ℎୱ   ························································ (G2) 

例として，排気環状の軸流速度：219 m/sቀ𝑐௭＝ ଶ଻ଶ.ଷଵଶ×ଶହ.ସଷଵ.଺଻ ቁにおける熱排気損失曲線（図 G.8 参照）から，

次の値が得られる。 

LL = 25.1 kJ/kg3) 

 
注 3) 25.1 と比較して，単純な動エネルギー：(219)2 / 2 000＝24 kJ/kg によるか，又は超音速転向をもつ速

度三角形から，これを動エネルギーの損失に対して計算することもある。 
平均直径における動翼の周速：U＝414 m/s  

動翼に対する相対蒸気速度＝𝑎 × ට ଶ௞ିଵ × ටቀ௞ାଵଶ ቁ × ቀ ௖೥௔×sinఉቁఒ − 1 

 

ここで，a：音速(381 m/s），k：1.125，λ：0.1176[=2×(k－1) / (k＋1)]，𝑠𝑖𝑛 𝛽：0.395（代表値）と

すると，動翼に対する相対蒸気速度は，次式で計算できる。 
 

381×ඨ 2
1.125-1

×ඨ1.125+1
2

× ൬ 219
381×0.395

൰0.117 6

－1=506.3 m/s   

 
ここで， a 音速： 381 m/s 
 k： 1.125 
 λ： 0.1176[=2×(k－1)/(k＋1)] 
 𝑠𝑖𝑛 𝛽： 0.395（代表値） 
 流れの角度：  𝑠𝑖𝑛ିଵ(219/506.3) = 25.6 
 絶対排気速度： √414ଶ + 506. 3ଶ − 2 × 414 × 506.3 × 𝑐𝑜𝑠 2 5.6 = 223 m/s 
 排気エネルギー： (223)2/2 000＝25 kJ/k 

この値が，反復計算の最終値である。例えば，25.1 は，最終決定した ELEP における蒸気の比体積であ

る。したがって，次式となる。 

hUEEP－hELEP = 25.1×0.86（湿り効率）＝ 21.5 kJ/kg  

 

ここで，0.86 は，通常タービン製造業者が提供する排気損失曲線から得られる最終段翼の代表的な効率
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の値である。したがって，次の式となる。 

hELEP＝2 345.2－21.5＝2 323.7 kJ/kg 
 

 
 

低圧部効率：cyl-HP,wet＝
3 005－2 323.7

761.8  ＝89.5 ％  

 
対応する過熱領域ベースの効率は，内部空気力学特性を示し，特別の適用をする場合に湿り度と

“LL”（排出の動エネルギー）のレベルに変動を与えないで，次の式で計算される。 𝜂cylିLP,dry = 𝜂cylିLP,wet𝑊𝐶𝐹   ············································ (G3) 

 

ここで，湿分修正係数は次式で表される。 𝑊𝐶𝐹 = 1 − ൬1 − 𝑋ELEP2 ൰ × 𝛥ℎୱ′𝛥ℎୱ   ············································ (G4) 

 
p＝50 hPa，XELEP＝0.902 及び蒸気表から，hELEP＝2 323.7 kJ/kg となる場合に対して，湿り領域における

膨張の相当部分は𝛥ℎୱ′ = 382.0 kJ/kg である。 

ここで，WFC は次式で表される（1 ％の湿り変化に対して，1 ％の効率変化を伴うという原則に基づく）。 𝑊𝐶𝐹＝1－ቆ1－0.9022 ቇ × 382.0761.8＝0.9754  

 
したがって，次式となる。 

cyl－LP, dry＝89.5/0.9754＝91.8 ％  

 

もし膨張過程にあるならば，湿り度の値は，効率を比較する前に計算しなければならない。 

G.2.2 高圧車室の改造 

G.2.2.1 絶対保証 

G.2.1.a)に示す例ではタービン製造業者は，改造した高圧タービン内部効率を 90.0 ％と保証している。

G.2.1 に示す基準の解析では，この高圧部の絶対保証に対して直接的な計算ではない。しかしながら，

G.2.1.b) に示す例は，低圧部効率の偏差に対する出力バランスに対しては，直接的な計算である。図 G.6
の中に，高圧部に対する絶対試験を示す。この図 G.6 に対して，相当する数値が，車室の入口から出口に

至る比エンタルピー降下として現れる。これらの数値から，高圧部の効率の試験値が次のように示される。 

(3 410.3－3 065.9)/382.5=90.0 ％  
 

 
これは絶対保証値を満足している。 

G.2.2.2 相対保証 
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G.2.1.b)に示す例では，タービン製造業者の保証は，改造による改善から生じる利得を示すために，実際

の内部効率の改造前試験に対する改造後試験の改善量を示す。 

86.23 ％という基準効率値に対して与えられる，高圧部効率の改善値についての第一次保証は，3.77 ％
（ポイント）である。これはタービン製造業者が新しい車室に対して，90.0 ％と予想したことに相当する。

図 H.1 に示すような計器を備えた改造前試験は，図 G.5 に示すように，何らかの理由で，本来の基準効率

（比エンタルピー降下試験から，G.3.1 の方法で計算した）よりも悪い 84.0 ％という実際効率を示してい

る。したがって，保証の改善値は，実際の状況を反映して，6.0 ％（ポイント）（90.0－84.0）に修正され

た。図 G.6 の中に示されている改造後試験は，保証を確認するために実施したものである。 

入口・出口の条件から計算される高圧タービン内部効率は，次の改善量に相当する。 

90.0 ％－84.0 ％＝6.0 ％  

 

したがって，保証の改善ベースを確認して 90.0 ％である［熱精算計算から相当する熱消費率の改善量

は 0.15(=0.9/6.0)という関連する影響係数（7.9.4 参照）につながる 0.9 ％である。］。もし，契約で当事者が

相互に合意していれば，試験結果に適切な裕度を適用することが可能である。 

例えば，改造後試験が再併入後 4 か月で実施された場合には，7.9 で，熱消費率の全体劣化量を次のよう

に計算することが可能である。 

(4－2)×0.1×√150 / 500＝0.11 ％  

 

改造に対しては，このうちの 44 ％（7.9.4 参照）だけを適用する［＝0.048 %だけ熱消費率に影響し，

0.32(=0.048 / 0.15)％が相当する内部効率の劣化の裕度である。］。 

G.2.3 熱消費率に対する相対保証を行った低圧車室の改造（高圧車室とは別に取り扱う） 

熱消費率の改善量に対する第一次の保証は，基準の熱精算図（図 G.3 参照）に必要な低圧部の性能に対

して与えられ，0.93 ％である。低圧部の性能cyl－LP, dry＝91.8 ％が，タービン製造業者の予想値 94.0 ％に

改善される。影響係数は，0.42［=0.93/(94.0－91.8)］である。基本性能の状態における不確かさのために，

当事者が保証に同意する場合には，改造前試験でcyl－LP, dry の値を調査し，もし 91.8 ％と違った場合には，

保証を相違量に比例して修正する。 

比例の協定とは，例えば，もし改造前試験でcyl－LP, dry＝88 ％を示すならば，保証は 2.52 ％4)及び比例分

になると規定する。このことにおいて，改造前試験（図 G.5）の解析によって，実際の低圧部効率が基準

値（改造前試験：cyl－LP, dry＝89.0 ％）よりも低いということを示す。したがって保証は，次の熱消費率の

改善値になるように修正される。 

0.93＋ቆ91.8－89.0
91.8－88.0

ቇ×(2.52－0.93)＝2.10 ％  

 
保証を確認するために，図 H.1 に示すように計器を設置して，改造後試験を実施する。そして，これ

らの試験は図 G.7 で説明している。完全な熱消費率試験から計算して，契約上の運転条件に適切に修正

した熱消費率の改善量は，次の値である。 
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ቆ8 047－7 881
8 047

ቇ＝2.1 ％  

 
これによって，改造前のときに修正した保証値を確認する。 

もし契約時に当事者が互いに同意していれば，試験結果に適切な裕度を適用する。 

注 4) この値は，次式で確認可能である。 

（94.0－88.0）×0.42 = 2.52  

G.2.4 プラント性能に及ぼす改造の効果 

G.2.2 及び G.2.3 に示した例は，タービン・発電機の性能にだけ適用する。しかし，タービン車室に発生

した改善は，関連する附属設備及びプラント全体の性能に二次的な効果をもたらす。次の二つの例によっ

て，修正曲線を利用して，これらの効果をどのように考慮すればよいかを説明する（図 G.4 参照）。 

a) 高圧タービン内部効率改善によって，再熱器に与える熱量が減少したことによる影響と，減温器のス

プレー水による影響 

実際の場合において，改造前において再熱器へのスプレー水の量が，タービン入口流量の 3％である

と仮定する。スプレー水があるために熱消費量が悪くなる影響は，0.55％である（図 G.4 参照）。図 G.4
で説明している大きさの高圧タービン内部効率の改善によって，高圧車室の排気温度は 9 ℃低くなる。

したがって，再熱温度を 540 ℃に維持する場合，再熱器から蒸気に加える熱量を増大させなければなら

ない。減温器のスプレー水量は 2.4 ％に低下するので，それによる熱力学的な熱消費率は 0.44 ％に改善

される。したがって，熱消費率に 0.11 ％の追加の改善効果をもたらし，タービン・発電機に 0.90 ％の利

得がある。 

b) 復水器へもちこむ熱量の減少と，それに伴う復水器圧力の改善による二次的な利得による，低圧ター

ビン内部効率の改善効果 

改造前から改造後にかけて，冷却水量一定という条件で，復水器へもちこむ熱量の減少（100 ％から

98 ％に減少する。）によって，真空度 1 hPa の改善となる。タービン・発電機の 2.1 ％の直接の利得に加

えて，対応する熱消費率の改善量は，約 0.08 ％となる（図 G.4 参照）。 

a)及び b)の場合は，契約の保証において，定義している境界の重要性を説明している。例において，保

証は高圧タービンの改善量が 6 ％（熱消費率は 0.9 ％に相当する。）を基準としている。そして，低圧タ

ービンの改造によって，2.1 ％の熱消費率の改善となる。契約段階で相互に合意すれば，保証は改造外部

分の効果を含めることが可能である。すなわち，高圧部（再熱器スプレー水を伴う）に対しては 1.01 ％
（＝0.90＋0.11），低圧部（復水器の効果を含めて）に対しては，2.18 ％（＝2.10＋0.08 ）の改善量となる。 
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発電機効率＝98.5 % 
グロス出力（発電機端子にて）＝ 500 000 kW 
機械損失＝2 000 kW 

熱消費率＝
[ସ଴ଶ.ଶ଴ଷ×(ଷ  ସଵ଴.ଷିଵ ଴଼ଷ.ସ)ାଷହଽ.଻ଽ×(ଷ ହଷ଼.଴ିଷ ଴଼଴.ହ)]×ଷ ଺଴଴ହ଴଴  ଴଴଴ ＝7 924 kJ/(kWh) 

 

図 G.3－基準熱精算図（基準試験） 
 

全てのグラフの縦軸は，規定の条件下での熱消費率を求めるための，試験の熱消費率に適用する倍率係

数である。 
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図 G.4－修正曲線 
 
 
 

注 3) 所要動力が，熱消費率の定義に含まれない場合の，電動機駆動の

給水ポンプに対して適用する。 
注 4) 所要動力が，熱消費率の定義に含まれている場合の，タービン駆

動又は電動機駆動の給水ポンプに対して適用する。 
注 5) 所要動力が，熱消費率の定義に含まれている場合の，タービン駆

動又は電動機駆動の給水ポンプに対して適用する。所要動力が，熱

消費率の定義に含まれない場合で，電動機駆動の給水ポンプに対し

ては修正を行わない。 
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発電機効率＝98.5 % 
グロス出力（発電機端子にて）＝490 941 kW 
機械損失＝2 000 kW 

熱消費率＝
[ସ଴ଶ.ଶ଴ଷ×(ଷ ସଵ଴.ଷିଵ ଴଼ଷ.ହ)ାଷହଽ.ଽହ଴×(ଷ ହଷ଼.଴ିଷ ଴଼ଽ.ଵ)]×ଷ ଺଴଴ସଽ଴  ଽସଵ ＝8 047 kJ/(kWh) 

 

図 G.5－改造前試験 
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発電機効率＝98.5 % 
グロス出力（発電機端子にて）＝499 709 kW 
機械損失＝2 000 kW 

熱消費率＝
[ସ଴ଶ.ଶ଴ଷ×(ଷ ସଵ଴.ଷିଵ ଴଼ଷ.ଶ)ାଷହଽ.ହଶହ×(ଷ ହଷ଼.଴ିଷ ଴଺ହ.ଽ)]×ଷ ଺଴଴ସଽଽ  ଻଴ଽ ＝7 966 kJ/(kWh) 

 

図 G.6－改造後試験（高圧車室を交換した場合） 
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発電機効率＝98.5 % 
グロス出力（発電機端子にて）＝501 311 kW 
機械損失＝2 000 kW 

熱消費率＝
[ସ଴ଶ.ଶ଴ଷ×(ଷ ସଵ଴.ଷିଵ ଴଼ଷ.ହ)ାଷହଽ.ଽସ଺×(ଷ ହଷ଼.଴ିଷ ଴଼ଽ.ଵ)]×ଷ ଺଴଴ହ଴ଵ ଷଵଵ ＝7 881 kJ/(kWh) 

 

図 G.7－改造後試験（低圧車室を交換した場合） 
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図 G.8－排気損失曲線 
 

G.3 原子力タービンの改造例  

G.3.1 一般 

この計算例は，高圧車室及び低圧車室を直列に配置した出力 950 MW，回転速度 1 500 min－1 のタービン
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発電機を用いた原子力発電プラントに関するものである。主蒸気の設計条件は，5.7 MPa から 5.8 MPa の

乾き飽和蒸気である。サイクルには，湿分分離と一段再熱が含まれている。復水器の設計圧力は 7.5 kPa で

ある。低圧タービンは 2 車室 4 流排気で，全環状排気面積は 74.7 m2 である。 

原子炉は，3 個のループのある加圧水形である。図 G.17 に示すサイクル構成は，このプラントの概略図

である。給水加熱器，復水ポンプ，湿分分離再加熱器，及び主給水ポンプは 2 系列あるが，脱気器は 1 系

列である。この計算例では，簡単にするため，サイクルからの漏れは考慮しない。 

この例は高圧タービンの改造である。タービンののみ込み量は，改造前は，原子力蒸気供給システムに

対して合致していないために過剰であった。蒸気加減弁の絞りが非常に大きく（約 1.4 MPa），このためプ

ラントは効率の悪い運転をしていた。改造は，高圧タービンののみ込み量を適合させて絞り損失を減らす

ために，高圧翼列（蒸気通路部）を変更するものである。新しい翼列にすると，内部効率も向上する。 

製造業者が高圧部を改造した後，購入者は蒸気発生装置の特性も変更した。製造業者は，保証契約の際

にこの変更を通知されていなかったため，契約上のヒートバランスには，この結果が含まれていない。 

G.3.2 改造計画と試験手順 
この例は，改造前試験と改造後試験から，熱消費率の改善を考察するものである。全体的な改造計画を

次に示す。 

－ ステップ 1：購入者は，基準試験から作成した基準熱精算図（図 G.17）を提示する。また，改造目的

を明確にして，保証条件とするための新しい運転条件（蒸気発生装置の項目，復水器圧力，その他）

を指定する。 

－ ステップ 2：製造業者は保証ヒートバランス（図 G.18）を提示する。その際，基準ヒートバランスに

記された他の構成要素に変更がないように配慮して，新しい機器をプラントの中に組み入れる。この

例では，改造がこれらの構成要素の熱的特性に与える影響を考慮するため，これら他の機器をモデル

化しする。図 G.18 のヒートバランスに基づき契約を結ぶ。 

－ ステップ 3：改造前試験によって基準ヒートバランス（図 G.17）を確認する。保証事項の修正は不要

である。 

－ ステップ 4：改造は製造業者が実施する。この例では，この改造中に購入者が別の改造工事も行うが，

これについて製造業者は，保証ヒートバランスを作成する際には通知されていない。 

－ ステップ 5：改造後の試験が行われた。運転状態は保証ヒートバランスの状態と大きく異なっていた

が，これは主に保証ヒートバランス（図 G.18）に含まれていない変更を，購入者が実施したことによ

る。 

－ ステップ 6：購入者は製造業者に，契約の保証ヒートバランスと同じ計算モデルを用いて，新しい運

転条件での改造後試験のヒートバランス（図 G.19）を再計算させた。保証ヒートバランスとともに製

造業者から提供された修正曲線を用いて，購入者は，この新しい再計算した改造後のヒートバランス

が，元の保証ヒートバランスから得られることを確認可能である。 

－ ステップ 7：試験結果と試験後のヒートバランスとを比較し，このヒートバランスの値と異なる測定

項目に補正を適用する。 

G.3.3 修正曲線 

修正曲線は，保証ヒートバランスとともに製造業者が提出する。これらの修正曲線は全て計算して得ら

れたものである。計算のために変更した以外の項目は一定とした。購入者の要求によって，また，この原

子力発電プラントの運転モードに応じて，全ての曲線（図 G.16“熱出力の関数としての主蒸気圧力の特性
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曲線”を除く）は，蒸気発生装置出口において熱出力一定と仮定しており，したがって，タービン入口の

蒸気加減弁における絞り損失の変化が含まれている。修正熱消費率は，実測熱消費率に修正係数を乗じて

求めた。 

タービンだけが取り替えられた場合，原理上は，熱出力，蒸気入口圧力，復水器圧力の 3 項目だけで修

正が可能である。しかし実際には，自発的か否かにかかわらず，熱サイクルに影響を与えるその他の構成

要素のあらゆる改造を考慮するために，全ての項目の変化に対して修正が可能である。したがって，この

例では，蒸気発生装置，湿分分離再加熱器の特性の変化に対する修正曲線も使用する。この例を簡単にす

るため，給水加熱器によるプラントの特性の変化については修正曲線を使用しない。 

製造業者は，次の熱消費率修正曲線を提出する。 
 

 

図 G.9－主蒸気圧力による熱消費率修正曲線 

 

 

図 G.10－熱出力による熱消費率修正曲線 
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図 G.11－排気圧力による熱消費率修正曲線 

 

 
 

図 G.12－主蒸気の乾き度による熱消費率修正曲線 
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図 G.13－湿分分離再加熱器内の圧力低下による熱消費率修正曲線 

 
 

 
 

図 G.14－再熱蒸気温度による熱消費率修正曲線 
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図 G.15－湿分分離器出口の蒸気の乾き度による熱消費率修正曲線 

 
さらに，購入者は，改造に含まれない装置の運転特性を示す曲線を提供してもよい。この例では，蒸気

発生装置の特性を次の曲線で示す。 
 

 

図 G. 16－熱出力の関数としての主蒸気圧力の特性曲線 

G.3.4 修正曲線の適用 

G.3.4.1 一般 

計算上，発電機の効率は 0.989 の一定値とし，また，力率も一定とした。 

G.3.4.2 計算した改造後試験のヒートバランスの確認 
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改造後試験は，保証ヒートバランスとは大きく異なる運転条件（異なる熱出力，蒸気圧力，排気圧力な

ど）で行われたため，測定値を保証値の比較に用いるため，製造業者が改造後試験のヒートバランス（図

G.19）を再計算した。 

実際，この新しいヒートバランスは，保証ヒートバランスと置き換えられる。購入者は，この新しいヒ

ートバランスの性能水準が，契約したものと同じであるか調べることが可能である。この目的で，製造業

者が提出した修正曲線が用いられる。主な項目を表 G.1 に示す。 

表 G.1－ヒートバランスの主な項目（図 G.17 から図 G.19） 

基準ヒートバランスの主な項目（図 G.17） 
熱出力 

MW 
主蒸気圧力 

MPa 
主蒸気の乾き度 

排気圧力 
kPa 

タービン出力 
MW 

発電機出力 
MW 

熱消費率 
kJ/(kW h) 

2 785 5.776 0.996 0 7.5 925.10 914.925 10 958.3 
保証ヒートバランスの主な項目（図 G.18） 

熱出力 
MW 

主蒸気圧力 
MPa 

主蒸気の乾き度 
排気圧力 

kPa 
タービン出力 

MW 
発電機出力 

MW 
熱消費率 
kJ/(kW h) 

2 785 5.772 0.996 0 7.5 954.14 943.640 10 624.8 
再計算した改造後のヒートバランスの主な項目（図 G.19）（試験条件における） 

熱出力 
MW 

主蒸気圧力 
MPa 

主蒸気の乾き度 
排気圧力 

kPa 
タービン出力 

MW 
発電機出力 

MW 
熱消費率 
kJ/(kW h) 

2 730 6.011 0.997 0 8.5 925.60 915.420 10 736.0 
 

新しい改造後試験のヒートバランスを保証ヒートバランスと比較するため，修正曲線から修正係数を決

定した。 

図 G.16（熱出力の関数としての主蒸気圧力の特性曲線）は，タービン主蒸気止め弁前の圧力が規定値よ

り高いことを示している。すなわち，熱出力 2 730 MW に対応する主蒸気圧力は，図 G.16 から 5.805 MPa
となり，6.011 MPa ではない。したがって，この主蒸気圧力の修正が必要である。熱消費率の修正曲線は，

定格の熱出力において与えられるため，この定格出力に達する圧力を求める必要がある。このため，図 G.16
の曲線の勾配を一定と仮定して，圧力を次のように推定する。 

6.011－(5.805－5.772) = 5.978 MPa  

 
図 G.18（保証ヒートバランス）と図 G.19（再計算した改造後のヒートバランス）の全ての比較を次の

表 G.2 に示す。 
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表 G.2－保証ヒートバランスと再計算した改造後試験のヒートバランスの比較 

項目 項目の値 修正係数 参照 

主蒸気の乾き度 

修正係数 

0.997 00 
－ 

－ 
1.000 10 

図 G.12 

熱出力比 

修正係数 

0.980 25 
－ 

－ 
0.997 20 

図 G.10 

排気圧力 

修正係数 

8.5 kPa 
－ 

－ 
0.992 70 

図 G.11 

主蒸気圧力比 

修正係数 

1.036 
－ 

－ 
0.999 67 

図 G.9 

全修正係数 

 

0.989 69 

 

再計算した改造後試験の熱消

費率－kJ/(kW h) 
10 736 

修正熱消費率－kJ/(kW h) 10 625 
保証熱消費率－kJ/(kW h) 10 624.8 

 

契約上の熱消費率は，10 624.8 kJ/(kW h)である。この例では，再計算した改造後のヒートバランスは，契

約上の保証ヒートバランスと同じ性能水準にあり，したがって，この手順を測定値の確認に用いることが

可能である。 

G.3.5 測定値と保証値との比較 

表 G.3 は，主な項目の測定値と，それに対応する再計算した改造後のヒートバランスから計算された値

を示す。 

表 G.3－改造後試験の測定値及び対応する計算値 

主な項目 単位 測定値 計算値 

主蒸気入口圧力 a) MPa 6.011 6.011 
主蒸気の乾き度 a) － 0.998 3 0.998 3 
熱出力 a) MW 2 730 2 730 
排気圧力 a) kPa 8.5 8.5 
湿分分離再加熱器（MSR）内の圧力低下 kPa 45.9 38.8 
再熱蒸気温度 C 257.87 259.74 
湿分分離器（MS）出口の蒸気の乾き度 － 0.990 7 0.994 7 
最終給水温度 C 221.7 221.6 
給水ポンプタービンの蒸気流量（のみ込み量） kg/s 21.93 21.89 
事後試験熱消費率 kJ/(kW h) 10 761 10 736 

注 a) 改造後のヒートバランスの計算に用いたタービンの外部条件 
 

この例では，給水加熱器特性［端末温度差（TTD），ドレン クーラー アプローチ温度（DCA），抽気圧

力低下］において，測定値と計算値の間に差がないことも改造後試験は示している。 

上の表から，幾つかの測定値が計算値と異なることが分かる。これは系統の中で，予測できない変化が

起こったことを意味する。この例では，この相違は湿分分離再加熱器（MSR）の不良として説明可能であ

る。改造した高圧タービンの製造業者は，これらの偏差を考慮して実測熱消費率を修正することができた。

修正は，表 G.4 に従って行った。 
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表 G.4－測定値と計算値の相違による修正（図 G.19 改造後のヒートバランスから） 

項目 単位 偏差／値 修正係数 参照 

湿分分離再加熱器内の圧力低下の偏差 

修正係数 
kPa 

7 
－ 

－ 
0.999 30 

図 G.13 

湿分分離再加熱器内出口の温度の偏差 

修正係数 
℃ 

－1.87 
－ 

－ 
0.999 82 

図 G.14 

湿分分離器出口の蒸気の乾き度 

修正係数 
 

0.990 7 
－ 

－ 
0.9985  

図 G.15 

全修正係数  

 

0.997 6 

 

改造後試験の実測熱消費率 kJ/(kW h) 10 761 
修正熱消費率 kJ/(kW h) 10 735.4 
再計算した改造後試験の熱消費率 kJ/(kW h) 10 736 

 

修正熱消費率は，改造後の再計算された熱消費率と同じである。これは，実測熱消費率は，新しい運転

条件を考慮するように（ヒートバランス法），そして改造範囲外の構成要素のどのような異常運転に対し

ても修正曲線によって修正されて，保証熱消費率を満足することを示している。修正の要約を表 G.5 に

示す。 

当然，実測熱消費率は修正して，保証熱消費率［10 624.8 kJ/(kW h)］と直接比較することが可能である。 

10 761×0.997 6×0.989 69＝10 625 kJ/(kW h)  

 

表 G.5－修正の要約 

項目 単位 値 備考 

実測熱消費率 kJ/(kW h) 10 761 測定値 

修正係数  0.997 60 測定値と再計算した改造後のヒートバランス

の値に相違があるため，表 G.4 によって修正（図

G.19 参照） 

修正熱消費量 kJ/(kW h) 10 735.4  
修正係数  0.989 69 保証ヒートバランス（図 G.18）と再計算した改

造後のヒートバランス（図 G.19）に相違がある

ため，表 G.2 によって修正 
修正熱消費量 kJ/(kW h) 10 625  
保証熱消費量 kJ/(kW h) 10 625 図 G.18 による 
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図 G.17－基準熱精算図 
 
 
 

 

図 G.18－保証ヒートバランス 
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図 G.19－再計算した改造後のヒートバランス 
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附属書 H 
（参考） 

不確かさの計算例（火力用及び原子力用） 

H.1 一般事項 

火力用及び原子力用プラントにおいて，不確かさを計算する方法を，計算例を用いて記載する。 
測定結果に対する不確かさを決める方法としての理論的な指針は，附属書 F に規定されている。確認

のためにこの附属書では二つの計算例を取り上げる。第一の例は火力プラント用，もう一例は原子力プラ

ント用である。 

次に示す数値及び導き出された結果は一つの計算例であるので，各々の事例に対し適切な評価をして，

広範囲に適用可能なものとして扱ってはならない。 

表 H.1 で使用される数値は，例題の目的のための一つの例である。実際の場合には，系統誤差と偶然誤

差を特定の事例に対して評価する。得られた数値は全ての測定系統を含み，複数の機器を考慮する。 
 

表 H.1－圧力，温度，発電機出力の想定される全測定変数の不確かさ 

項目 
不確かさ 

系統的 偶然 

圧力（排気圧力を除く） 0.2 ％ 0.1 ％ 
排気圧力 0.6 ％ 0.3 ％ 
温度 0.2 ％ 0.1 ％ 
発電機出力 0.3 ％ 0.05 ％ 

 
圧力取出し口は通常，適度な蒸気の速度の場所に設置する。排気圧力は，速度が大きい低圧排気部で測

定されるため正確性が低い。また，実際の排気圧力は，排気面積に対して同じ値ではなく，特定の分布を

もっている。圧力は流れの案内板を使い，複数位置で測定するが，不均一な状態となって系統誤差と偶然

誤差が大きくなる。 

系統誤差と偶然誤差は本来違うものである。系統誤差は真値と測定値との一定の相違を表し，一方偶然

誤差は変動を原因とするものである。不確かさは複数の測定を実施することによって，減少させることが

可能である［JIS B 8102:20xx 式(27)， 式(42)参照］。改善量を保証（相対）する改造工事の場合には，系統

誤差はあまり重要でなくなる。 

単純化のために図 H.1 及び図 H.2 は計器の位置だけを示し，複数の計器による測定点数を示していない

が，一方，表 H.4 及び表 H.10 は両方を示す。 

H.2 火力プラントでの計算例 

H.2.1 一般 

改造前のヒートバランスは，仮定した測定機器範囲の構成が得られる根拠として扱う（図 H.1 及び表 H.4
参照）。 

JIS B 8102:20xx の図 2A に示すような測定機器の設置状況は，この種の火力プラントにおいて現実的な

ものと考えられる。高い正確性を得るために，幾つかの計器は多重化する。測定機器は次の項目を決定す

るのに十分である。 
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－ 修正熱消費率 

－ 高圧内部効率 

－ 中圧内部効率 

－ 低圧内部効率 
測定機器に対する注意点は，次による。 

a) 流量 ボイラへの給水流量を測定するために，2 種類の標準流量測定装置を使用する。ボイラの直前

に設置するノズルと，脱気器の上流に設置するオリフィスである。再熱器スプレー流量も標準オリフ

ィスで測定する。 

b) 温度 高圧給水加熱器の給水温度は，ヒートバランスから求める抽気流量の精度を高めるために二重

測定する。 

c) 圧力 特に排気圧力は，複流低圧 1 車室当たり 8 点測定する。この例では，複流低圧 2 車室であるの

で全 16 点の圧力を，流れ案内板を使用して測定する。合意した場合には，排気圧力は既設の圧力取出

し口によって測定してもよい。 

H.2.2 評価 

計算する項目の評価をするために，計算機のプログラムを使用することを推奨する。テストケースとし

て図 G.3 のヒートバランスを使用するのが望ましい。 

a) ステップ 1 ボイラへの平均加重給水流量を，JIS B 8102:20xx の式(27)，(28)，(42)を適用して決定す

る。この計算には，高圧給水加熱器，給水ポンプ，脱気器を含むループが必要である。全てのループ

で抽気流量を決定すると，加重平均給水流量も決まってくる。前回の計算流量との差が 0.005 ％以下

となれば，反復計算を終了してもよい。 

b) ステップ 2 高圧及び中圧タービンは過熱域で運転されているので，軸出力は温度と圧力の測定値か

ら直接得られる。低圧の内部出力は，式(15)から得られる。 

c) ステップ 3 式(16)と(17)を使ってℎUEEPが求まり，低圧内部効率を求めることが可能である。ヒートバ

ランスに対する計算検証後，式(F2)，(F3)及び(F4)に従って“感度係数”を求めることが可能である。

結果は，計算表（表 H.4 参照）に示すが，そこから 2 ケースが得られる。熱消費率の計算は，図 G.4
に示す，主蒸気圧力・温度，再熱蒸気温度，再熱器圧損，及び排気圧力の修正曲線を使って行う。そ

の方法を説明する二つのケースを示す。 

－ ケース 1 系統誤差と偶然誤差が発生する絶対値試験の不確かさを，表 H.2 に示す。この表では 3
段階の流量測定の正確さ（系統的な）に対する計算結果を示す［式(F5)参照］。 
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表 H.2－火力プラントにおける異なった流量測定の不確かさレベルに対する計算結果の不確かさの割合 

項目 

3 段階の流量測定の系統的な不確かさ 

：(%) 
0.50 0.75 a) 1.00 a) 

熱消費率（修正後） 0.592 0.734 0.889 
高圧内部効率 1.023 1.023 1.023 
中圧内部効率 0.321 0.321 0.321 
低圧内部効率 1.689 2.077 2.503 
注 a) 表 H.4 から表 H.7 における計算例は，流量測定の不確かさレベル 0.75（試験

前）と 1.00（試験後）に基づいている。 

 

－ ケース 2 2 回の試験（該当する相関係数に従って系統誤差が減少する可能性がある場合，表 H.3 を

参照）間の改善の不確かさは，式(F5)に従って計算され，試験前の流量測定の不確かさレベルが 0.75，
試験後の流量測定不の確かさレベルが 1.00 である。相関係数 r の値を最良に推定するには，工学的判

断を用いなければならない。 
 

表 H.3－火力プラントにおける異なった相関レベルに対する計算結果の不確かさの割合 

パラメータ 
相関係数 r の 3 段階の前提 

0.0 0.7
a) 1.0 

熱消費率(修正後) 1.141 % 0.665 % 0.207 % 

高圧蒸気タービンの内部効率 1.447 % 0.960 % 0.647 % 

中圧蒸気タービンの内部効率 0.453 % 0.301 % 0.203 % 

低圧蒸気タービンの内部効率 3.219 % 1.902 % 0.853 % 

注 a) 表 H.4 から表 H.7 の計算例は，任意に 0.7 に設定された相関係数 r（規

定ではない）に基づいている。 

 
相関係数 r の値を最良に推定するには，工学的判断を用いなければならない。 
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

 
 

図 H.1－火力プラントの計器配置 
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

 
 

表 H.4－火力プラントの熱消費率の不確かさ 

 

事前試験 事後試験 事前事後の変化
パラメータ全体の不確かさ パラメータ全体の不確かさ

系統的 ランダム 修正ヒートレート 系統的 ランダム 修正ヒートレート 修正ヒートレート
t = 温度  [°C] 0.20% 0.10% 0.20% 0.10% 変化

p = 圧力  [kPa] (LPの排気を除く) 0.20% 0.10% 0.20% 0.10% 事後試験 [in %-ヒートレート]
m = 質量流量 [kg/s] 0.75% 0.15% 1.00% 0.15% 事前事後の変化
P = 発電機出力  [kW] 0.30% 0.05% 0.30% 0.05%
CL = サイクル損失 [kg/s] 10% 10% 10% 10%

系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム 系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム
事前事後
相関 r

相関する系統

的な寄与
合計

パラメータ %± %± %/% %± %± %± %± %/% %± %± - % %±
p MSV前蒸気 0.20 0.10 -0.001 4 0.000 0.000 0.20 0.10 0.001 4 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p HP タービン排気/  HP タービン後低温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.040 8 -0.008 -0.004 0.20 0.10 0.040 8 0.008 0.004 0.70 0.000 0.009
p MSV後蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 高温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.066 6 -0.013 -0.007 0.20 0.10 0.066 6 0.013 0.007 0.70 0.000 0.014
p 第4抽気 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.000 3 0.000 0.000 0.20 0.10 0.000 3 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p 第3抽気 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.000 2 0.000 0.000 0.20 0.10 0.000 2 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p IPタービン排気 (cross over) 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p LPタービン前(cross over) 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第2抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第1抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p LPタービン排気 0.60 0.30 -0.040 0 -0.024 -0.012 0.60 0.30 0.040 0 0.024 0.012 0.70 -0.001 0.025
p 低圧加熱器前復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第2加熱器後復水 0.20 0.10 -0.000 1 0.000 0.000 0.20 0.10 0.000 1 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p 給水ポンプ後 0.20 0.10 -0.002 5 -0.001 0.000 0.20 0.10 0.002 5 0.001 0.000 0.70 0.000 0.001
p 第5加熱器後給水 0.20 0.10 -0.000 4 0.000 0.000 0.20 0.10 0.000 4 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
t MSV前蒸気 0.20 0.10 -0.676 4 -0.135 -0.068 0.20 0.10 0.676 4 0.135 0.068 0.70 -0.026 0.142
t HP タービン排気/  HP タービン後低温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.305 0 -0.061 -0.031 0.20 0.10 0.305 0 0.061 0.031 0.70 -0.005 0.064
t 高温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.536 4 -0.107 -0.054 0.20 0.10 0.536 4 0.107 0.054 0.70 -0.016 0.113
t 第4抽気　IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.011 7 -0.002 -0.001 0.20 0.10 0.011 7 0.002 0.001 0.70 0.000 0.002
t 第3抽気　IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.007 8 -0.002 -0.001 0.20 0.10 0.007 8 0.002 0.001 0.70 0.000 0.002
t IPタービン排気 (cross over) 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 復水ポンプ後 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第1加熱器後ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第1加熱器後復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2加熱器後復水 0.20 0.10 -0.078 8 -0.016 -0.008 0.20 0.10 0.078 8 0.016 0.008 0.70 0.000 0.017
t 第2加熱器後ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 脱気器後給水ポンプ前 0.20 0.10 -0.150 9 -0.030 -0.015 0.20 0.10 0.150 9 0.030 0.015 0.70 -0.001 0.032
t 給水ポンプ後第4加熱器前 0.20 0.10 -0.134 2 -0.027 -0.013 0.20 0.10 0.134 2 0.027 0.013 0.70 -0.001 0.028
t 第4加熱器後給水 0.20 0.10 -0.048 3 -0.010 -0.005 0.20 0.10 0.048 3 0.010 0.005 0.70 0.000 0.010
t 第4加熱器後ドレン 0.20 0.10 -0.002 9 -0.001 0.000 0.20 0.10 0.002 9 0.001 0.000 0.70 0.000 0.001
t 第5加熱器後給水 0.20 0.10 -0.253 0 -0.051 -0.025 0.20 0.10 0.253 0 0.051 0.025 0.70 -0.004 0.053
t 第5加熱器後ドレン 0.20 0.10 -0.005 4 -0.001 -0.001 0.20 0.10 0.005 4 0.001 0.001 0.70 0.000 0.001
m ボイラ給水流量 1) 0.88 0.15 -0.545 4 -0.477 -0.082 1.10 0.15 0.545 4 0.600 0.082 0.70 -0.401 0.447
m 脱気器前復水 1) 0.88 0.15 -0.454 6 -0.398 -0.068 1.10 0.15 0.454 6 0.500 0.068 0.70 -0.278 0.373
m 再熱スプレイ流量 (closed) 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
P 発電機出力 0.30 0.05 -1.000 1 -0.300 -0.050 0.30 0.05 1.000 1 0.300 0.050 0.70 -0.126 0.243

CL 不明なサイクル漏れ [in %-LS Flow] 0.025 0.025 -0.677 5 -0.017 -0.017 0.020 0.020 0.677 5 0.014 0.014 0.70 0.000 0.025
総平方根和 0.718 0.154 0.860 0.154
全不確かさ (系統的およびランダムの平方根和) 0.665
1) 原因不明な漏れ: rは使用者によって定義されます。

この例ではrは任意に設定され
ます。
（標準値ではありません。）注: この例では、補正曲線の誤差の影響は考慮されていません。

0.25% LS-flow. 0.20% LS-flow.

この数値の 50% は、 8.4.3 および 6.2.3.4 に従って、一次流量の不確かさに算術的に追加されます。
 過熱器および再熱器の温度調節器のスプレー流が使用されている場合、その影響を考慮する必要があります。

0.734 0.873
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

 

 

表 H.5－火力プラントの高圧蒸気タービンの内部効率の不確かさ 

 

事前試験 事後試験 事前事後の変化
パラメータ全体の不確かさ パラメータ全体の不確かさ

系統的 ランダム 高圧タービン 系統的 ランダム 高圧タービン 高圧タービン

t = 温度  [°C] 0.20% 0.10% 平均値に対する誤差 0.20% 0.10% 平均値に対する誤差 平均値からの誤差
p = 圧力  [kPa] (LPの排気を除く) 0.20% 0.10% 事前試験 0.20% 0.10% 事後試験 変化量
m = 質量流量 [kg/s] 0.75% 0.15% 1.00% 0.15% [in %-ETA-global]
P = 発電機出力  [kW] 0.30% 0.05% 0.30% 0.05% 事前事後の変化
CL = サイクル損失 [kg/s] 10% 10% 10% 10%

系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム 系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム
事前事後
相関 r

相関する系統

的な寄与
合計

パラメータ %± %± %/% %± %± %± %± %/% %± %± - % %±
p MSV前蒸気 0.20 0.10 -1.043 6 -0.209 -0.104 0.20 0.10 1.043 6 0.209 0.104 0.70 -0.061 0.219
p HP タービン排気/  HP タービン後低温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.970 8 -0.194 -0.097 0.20 0.10 0.970 8 0.194 0.097 0.70 -0.053 0.204
p MSV後蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 高温再熱蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第4抽気 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第3抽気 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p IPタービン排気 (cross over) 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p LPタービン前(cross over) 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第2抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第1抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p LPタービン排気 0.60 0.30 0.60 0.30 0.70
p 低圧加熱器前復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第2加熱器後復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 給水ポンプ後 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第5加熱器後給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t MSV前蒸気 0.20 0.10 -3.409 7 -0.682 -0.341 0.20 0.10 3.409 7 0.682 0.341 0.70 -0.651 0.715
t HP タービン排気/  HP タービン後低温再熱蒸気 0.20 0.10 -2.699 4 -0.540 -0.270 0.20 0.10 2.699 4 0.540 0.270 0.70 -0.408 0.566
t 高温再熱蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第4抽気　 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第3抽気　 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t IPタービン排気 (cross over) 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 復水ポンプ後 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第1加熱器後ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第1加熱器後復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2加熱器後復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2加熱器後ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 脱気器後給水ポンプ前 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 給水ポンプ後第4加熱器前 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第4加熱器後給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第4加熱器後ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第5加熱器後給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第5加熱器後ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
m ボイラ給水流量 1) 0.88 0.15 1.10 0.15 0.70
m 脱気器前復水 1) 0.88 0.15 1.10 0.15 0.70
m 再熱スプレイ流量 (closed) 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
P 発電機出力 0.30 0.05 0.30 0.05 0.70

CL 不明なサイクル漏れ [in %-LS Flow] 0.025 0.025 0.020 0.020 0.70
総平方根和 0.915 0.458 0.915 0.458
全不確かさ (系統的およびランダムの平方根和) 0.960
1) 原因不明な漏れ: rは使用者によって定義されます。

この例ではrは任意に設定され
ます。
（標準値ではありません。）注: この例では、補正曲線の誤差の影響は考慮されていません。

0.25% LS-flow. 0.20% LS-flow.

この数値の 50% は、 8.4.3 および 6.2.3.4 に従って、一次流量の不確かさに算術的に追加されます。
 過熱器および再熱器の温度調節器のスプレー流が使用されている場合、その影響を考慮する必要があります。

1.023 1.023
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

 

表 H.6－火力プラントの中圧蒸気タービンの内部効率の不確かさ 

 

事前試験 事後試験 事前事後の変化
パラメータ全体の不確かさ パラメータ全体の不確かさ

系統的 ランダム 中圧タービン 系統的 ランダム 中圧タービン 中圧タービン

t = 温度  [°C] 0.20% 0.10% 平均値に対する誤差 0.20% 0.10% 平均値に対する誤差 平均値からの誤差
p = 圧力  [kPa] (LPの排気を除く) 0.20% 0.10% 事前試験 0.20% 0.10% 事後試験 変化量
m = 質量流量 [kg/s] 0.75% 0.15% 1.00% 0.15% [in %-ETA-global]
P = 発電機出力  [kW] 0.30% 0.05% 0.30% 0.05% 事前事後の変化
CL = サイクル損失 [kg/s] 10% 10% 10% 10%

系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム 系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム
事前事後
相関 r

相関する系統
的な寄与

合計

パラメータ %± %± %/% %± %± %± %± %/% %± %± - % %±
p MSV前蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p HP タービン排気/  HP タービン後低温再熱蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p MSV後蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 高温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.414 2 -0.083 -0.041 0.20 0.10 0.414 2 0.083 0.041 0.70 -0.010 0.087
p 第4抽気 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第3抽気 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p IPタービン排気 (cross over) 0.20 0.10 -0.419 3 -0.084 -0.042 0.20 0.10 0.419 3 0.084 0.042 0.70 -0.010 0.088
p LPタービン前(cross over) 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第2抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第1抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p LPタービン排気 0.60 0.30 0.60 0.30 0.70
p 低圧加熱器前復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第2加熱器後復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 給水ポンプ後 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第5加熱器後給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t MSV前蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t HP タービン排気 /  HP タービン後低温再熱蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 高温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.767 7 -0.154 -0.077 0.20 0.10 0.767 7 0.154 0.077 0.70 -0.033 0.161
t 第4抽気　 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第3抽気　 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t IPタービン排気 (cross over) 0.20 0.10 -1.057 7 -0.212 -0.106 0.20 0.10 1.057 7 0.212 0.106 0.70 -0.063 0.222
t 第2抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 復水ポンプ後 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第1加熱器後ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第1加熱器後復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2加熱器後復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2加熱器後ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 脱気器後給水ポンプ前 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 給水ポンプ後第4加熱器前 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第4加熱器後給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第4加熱器後ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第5加熱器後給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第5加熱器後ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
m ボイラ給水流量 1) 0.88 0.15 1.10 0.15 0.70
m 脱気器前復水 1) 0.88 0.15 1.10 0.15 0.70
m 再熱スプレイ流量 (closed) 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
P 発電機出力 0.30 0.05 0.30 0.05 0.70

CL 不明なサイクル漏れ [in %-LS Flow] 0.025 0.025 0.020 0.020 0.70
総平方根和 0.287 0.143 0.287 0.143
全不確かさ (系統的およびランダムの平方根和) 0.301
1) 原因不明な漏れ: rは使用者によって定義されます。

この例ではrは任意に設定され
ます。
（標準値ではありません。）注: この例では、補正曲線の誤差の影響は考慮されていません。

0.321
0.25% LS-flow. 0.20% LS-flow.

この数値の 50% は、 8.4.3 および 6.2.3.4 に従って、一次流量の不確かさに算術的に追加されます。
 過熱器および再熱器の温度調節器のスプレー流が使用されている場合、その影響を考慮する必要があります。

0.321
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

表 H.7－火力プラントの低圧蒸気タービンの内部効率の不確かさ 

事前試験 事後試験 事前事後の変化
パラメータ全体の不確かさ パラメータ全体の不確かさ

系統的 ランダム 低圧タービン 系統的 ランダム 低圧タービン 低圧タービン

t = 温度  [°C] 0.20% 0.10% 平均値に対する誤差 0.20% 0.10% 平均値に対する誤差 平均値からの誤差
p = 圧力  [kPa] (LPの排気を除く) 0.20% 0.10% 事前試験 0.20% 0.10% 事後試験 変化量
m = 質量流量 [kg/s] 0.75% 0.15% 1.00% 0.15% [in %-ETA-global]
P = 発電機出力  [kW] 0.30% 0.05% 0.30% 0.05% 事前事後の変化
CL = サイクル損失 [kg/s] 10% 10% 10% 10%

系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム 系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム
事前事後
相関 r

相関する系統
的な寄与

合計

パラメータ %± %± %/% %± %± %± %± %/% %± %± - % %±
p MSV前蒸気 0.20 0.10 -0.367 7 -0.074 -0.037 0.20 0.10 0.367 7 0.074 0.037 0.70 -0.008 0.077
p HP タービン排気/  HP タービン後低温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.221 4 -0.044 -0.022 0.20 0.10 0.221 4 0.044 0.022 0.70 -0.003 0.046
p MSV後蒸気 0.20 0.10 -0.019 3 -0.004 -0.002 0.20 0.10 0.019 3 0.004 0.002 0.70 0.000 0.004
p 高温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.067 6 -0.014 -0.007 0.20 0.10 0.067 6 0.014 0.007 0.70 0.000 0.014
p 第4抽気 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.007 0 -0.001 -0.001 0.20 0.10 0.007 0 0.001 0.001 0.70 0.000 0.001
p 第3抽気 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.004 5 -0.001 0.000 0.20 0.10 0.004 5 0.001 0.000 0.70 0.000 0.001
p IPタービン排気 (cross over) 0.20 0.10 -0.016 4 -0.003 -0.002 0.20 0.10 0.016 4 0.003 0.002 0.70 0.000 0.003
p LPタービン前(cross over) 0.20 0.10 -0.173 3 -0.035 -0.017 0.20 0.10 0.173 3 0.035 0.017 0.70 -0.002 0.036
p 第2抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.010 4 -0.002 -0.001 0.20 0.10 0.010 4 0.002 0.001 0.70 0.000 0.002
p 第1抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.003 2 -0.001 0.000 0.20 0.10 0.003 2 0.001 0.000 0.70 0.000 0.001
p LPタービン排気 0.60 0.30 -0.143 5 -0.086 -0.043 0.60 0.30 0.143 5 0.086 0.043 0.70 -0.010 0.090
p 低圧加熱器前復水 0.20 0.10 -0.012 4 -0.002 -0.001 0.20 0.10 0.012 4 0.002 0.001 0.70 0.000 0.003
p 第2加熱器後復水 0.20 0.10 -0.012 2 -0.002 -0.001 0.20 0.10 0.012 2 0.002 0.001 0.70 0.000 0.003
p 給水ポンプ後 0.20 0.10 -0.021 2 -0.004 -0.002 0.20 0.10 0.021 2 0.004 0.002 0.70 0.000 0.004
p 第5加熱器後給水 0.20 0.10 -0.018 4 -0.004 -0.002 0.20 0.10 0.018 4 0.004 0.002 0.70 0.000 0.004
t MSV前蒸気 0.20 0.10 -3.214 5 -0.643 -0.321 0.20 0.10 3.214 5 0.643 0.321 0.70 -0.579 0.674
t HP タービン排気 /  HP タービン後低温再熱蒸気 0.20 0.10 -1.903 6 -0.381 -0.190 0.20 0.10 1.903 6 0.381 0.190 0.70 -0.203 0.399
t 高温再熱蒸気 0.20 0.10 -1.199 8 -0.240 -0.120 0.20 0.10 1.199 8 0.240 0.120 0.70 -0.081 0.252
t 第4抽気　 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.078 9 -0.016 -0.008 0.20 0.10 0.078 9 0.016 0.008 0.70 0.000 0.017
t 第3抽気　 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.053 4 -0.011 -0.005 0.20 0.10 0.053 4 0.011 0.005 0.70 0.000 0.011
t IPタービン排気 (cross over) 0.20 0.10 -0.503 2 -0.101 -0.050 0.20 0.10 0.503 2 0.101 0.050 0.70 -0.014 0.106
t 第2抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.025 6 -0.005 -0.003 0.20 0.10 0.025 6 0.005 0.003 0.70 0.000 0.005
t 復水ポンプ後 0.20 0.10 -0.020 5 -0.004 -0.002 0.20 0.10 0.020 5 0.004 0.002 0.70 0.000 0.004
t 第1加熱器後ドレン 0.20 0.10 -0.002 2 0.000 0.000 0.20 0.10 0.002 2 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
t 第1加熱器後復水 0.20 0.10 -0.047 2 -0.009 -0.005 0.20 0.10 0.047 2 0.009 0.005 0.70 0.000 0.010
t 第2加熱器後復水 0.20 0.10 -0.130 7 -0.026 -0.013 0.20 0.10 0.130 7 0.026 0.013 0.70 -0.001 0.027
t 第2加熱器後ドレン 0.20 0.10 -0.005 7 -0.001 -0.001 0.20 0.10 0.005 7 0.001 0.001 0.70 0.000 0.001
t 脱気器後給水ポンプ前 0.20 0.10 -0.054 0 -0.011 -0.005 0.20 0.10 0.054 0 0.011 0.005 0.70 0.000 0.011
t 給水ポンプ後第4加熱器前 0.20 0.10 -0.131 4 -0.026 -0.013 0.20 0.10 0.131 4 0.026 0.013 0.70 -0.001 0.028
t 第4加熱器後給水 0.20 0.10 -0.238 1 -0.048 -0.024 0.20 0.10 0.238 1 0.048 0.024 0.70 -0.003 0.050
t 第4加熱器後ドレン 0.20 0.10 -0.015 6 -0.003 -0.002 0.20 0.10 0.015 6 0.003 0.002 0.70 0.000 0.003
t 第5加熱器後給水 0.20 0.10 -0.493 8 -0.099 -0.049 0.20 0.10 0.493 8 0.099 0.049 0.70 -0.014 0.104
t 第5加熱器後ドレン 0.20 0.10 -0.008 1 -0.002 -0.001 0.20 0.10 0.008 1 0.002 0.001 0.70 0.000 0.002
m ボイラ給水流量 1) 0.88 0.15 -1.588 9 -1.390 -0.238 1.10 0.15 1.588 9 1.748 0.238 0.70 -3.402 1.304
m 脱気器前復水 1) 0.88 0.15 -1.173 2 -1.027 -0.176 1.10 0.15 1.173 2 1.291 0.176 0.70 -1.855 0.963
m 再熱スプレイ流量 (closed) 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
P 発電機出力 0.30 0.05 -2.119 6 -0.636 -0.106 0.30 0.05 2.119 6 0.636 0.106 0.70 -0.566 0.515

CL 不明なサイクル漏れ [in %-LS Flow] 0.025 0.025 -1.973 6 -0.049 -0.049 0.020 0.020 1.973 6 0.039 0.039 0.70 -0.003 0.073
総平方根和 2.012 0.515 2.405 0.514
全不確かさ (系統的およびランダムの平方根和) 1.902
1) 原因不明な漏れ: rは使用者によって定義されます。

この例ではrは任意に設定され
ます。
（標準値ではありません。）注: この例では、補正曲線の誤差の影響は考慮されていません。

2.459
0.25% LS-flow. 0.20% LS-flow.

この数値の 50% は、 8.4.3 および 6.2.3.4 に従って、一次流量の不確かさに算術的に追加されます。
 過熱器および再熱器の温度調節器のスプレー流が使用されている場合、その影響を考慮する必要があります。

2.077
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

H.3 原子力プラントでの計算例 

H.3.1 一般 

火力プラントの場合と同様に，改造前のヒートバランスは，仮定した測定機器範囲の構成が得られる根

拠として扱う（図 H.2 及び表 H.10 参照）。 

測定機器は，JIS B 8102:20xx の図 3B と一致する。測定機器は，次の項目を確定可能であるものを選定

する。 

－ 修正熱消費率（定義された原子炉出力での出力と同様） 

－ 高圧内部効率 

－ 低圧内部効率 
次に測定機器に対する注意点を示す。 

a) 流量 給水流量は，原子炉入口に並列に設置された 3 個のオリフィスを用いて測定する。低圧給水加

熱器からのドレン流量と，給水ポンプ駆動用タービンへの蒸気流量を測定するために，標準オリフィ

スを設置する。他の全ての必要な流量は，トレーサ技術（JIS B 8102:20xx の 5.7.2“トレーサの技術”

参照）を利用して決定可能である。 

－ 高圧給水加熱器からのドレン流量 

－ 湿分分離器からのドレン流量 

－ 加熱器からのドレン流量 

－ 脱気器への第 4 抽気ラインの分離された湿分量 

b) 温度 精度を高めるために，低圧タービン入口前の温度測定は多重測定する。 

c) 圧力 特に排気圧力は，複流低圧 1 車室当たり 8 点で測定する。この例では複流低圧 2 車室であるの

で，合計 16 点の圧力を流れの案内板を使用して測定する。合意の上で，排気圧力は既設の圧力取出し

口によって測定してもよい。 

H.3.2 評価 
火力プラントの場合と同様に，計算する項目の評価をするために，計算機を使用することを推奨する。

テストケースとして図 H.17 のヒートバランスを使用することが望ましい。 

a) ステップ 1 抽気流量と脱気器への復水流量を決定するため，脱気器まわりの反復計算を行う。前回

の計算流量との差が 0.005 ％以下となれば，反復計算を終了してもよい。 

b) ステップ 2 高圧効率と内部出力を決定するために，湿分分離加熱器まわりのエネルギーバランスか

ら，高圧出口の蒸気の乾き度の計算を始める。高圧出口の蒸気流量が分かるので，蒸気の乾き度は容

易に得られる。 

c) ステップ 3 式(16)と(17)を使って hUEEP を求めて，次に低圧内部効率を求めることが可能である。ヒ

ートバランスに対する計算検証後，式(F2)，(F3)，(F4)に従って，感度係数を求めることが可能である。

結果は計算表（H.10 参照）に示されるが，そこから二つのケースが得られる。熱消費率の計算は，図

G.9 から図 G.16 の修正曲線に従って，修正して決定する。その方法を説明する二つのケースを示す。 

－ ケース 1 系統誤差及び偶然誤差が発生する絶対値試験の不確かさを表 H.8 に示す。 

－ ケース 2 2 回の試験（該当する相関係数に従って系統誤差が減少する可能性がある場合，表 H.9 を

参照）間の改善の不確かさは，式(F5)に従って計算され，試験前の流量測定の不確かさレベルが 0.75，
試験後の流量測定不の確かさレベルが 1.00 である。 
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

 
表 H.8－原子力プラントにおける異なった流量測定の不確かさレベルに対する計算結果の不確かさの割合 

項目 

3 種類の流量測定の系統的な不確かさ 
：(%) 

オリフィス：0.50 
トレーサ：0.30 

オリフィス：0.75a) 
トレーサ：0.55 

オリフィス：1.00 a) 
トレーサ：0.80 

熱消費率（修正後） 0.845 1.117 1.399 
高圧内部効率 1.675 2.175 2.718 
低圧内部効率 1.161 1.229 1.326 
注 a) 表 H.10 から表 H.12 における計算例は，流量測定の不確かさレベル 0.75（試験前）

と 1.00（試験後）に基づいている。 
 

表 H.9－原子力プラントにおける異なった相関レベルに対する計算結果の不確かさの割合 

パラメータ 相関係数 r の 3 段階の前提 

0.0 0.7
a)

 1.0 
デルタ熱消費率（修正後） 1.768% 1.022% 0.389% 

デルタ高圧蒸気タービンの内部効率 3.447% 2.019% 0.856% 
デルタ低圧蒸気タービンの内部効率 1.808% 1.128% 0.645% 

注 a) 表 H.10 から表 H.12 の計算例は，0.7（規定ではない）に任意に設定された相

関係数に基づいている。 
 

相関係数 r の値を最良に推定するには，工学的判断を用いなければならない。 

 
 

図 H.2－原子力プラントの計器配置 
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表 H.10－原子力プラントの熱消費率の不確かさ 

事前試験 事後試験 事前事後の変化
パラメータ全体の不確かさ パラメータ全体の不確かさ

系統的 ランダム 修正ヒートレート 系統的 ランダム 修正ヒートレート 修正ヒートレート
t = 温度 [°C] 0.20% 0.10% 0.20% 0.10% 変化

x = 蒸気含有率 [-] 0.10% 0.01% 0.10% 0.01% 事後試験 [in %-ヒートレート]
p = 圧力  [kPa] (LPの排気を除く) 0.20% 0.10% 0.20% 0.10% 事前事後の変化
m = 質量流量 [kg/s] 0.75% 0.15% 1.00% 0.15%
P = 発電機出力  [kW] 0.30% 0.05% 0.30% 0.05%
CL = サイクル損失 [kg/s] 10% 10% 10% 10%

系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム 系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム
事前事後
相関 r

相関する系

統的な寄与
合計

パラメータ %± %± %/% %± %± %± %± %/% %± %± - % %±
p 原子炉出口蒸気 0.20 0.10 -0.034 3 -0.007 -0.003 0.20 0.10 0.034 3 0.007 0.003 0.70 0.000 0.007
p HPタービン入口蒸気 0.20 0.10 -0.009 2 -0.002 -0.001 0.20 0.10 0.009 2 0.002 0.001 0.70 0.000 0.002
p 反動翼前 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p HPタービン排気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 湿分分離器前 0.20 0.10 -0.108 1 -0.022 -0.011 0.20 0.10 0.108 1 0.022 0.011 0.70 -0.001 0.023
p 再熱器前蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p LPタービン入口 0.20 0.10 -0.091 0 -0.018 -0.009 0.20 0.10 0.091 0 0.018 0.009 0.70 0.000 0.019
p LPタービン排気 0.60 0.30 -0.054 9 -0.033 -0.016 0.60 0.30 0.054 9 0.033 0.016 0.70 -0.002 0.035
p 第5抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第4抽気 0.20 0.10 -0.000 1 0.000 0.000 0.20 0.10 0.000 1 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p 第3抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第2抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第1抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 復水ポンプ出口 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 脱気器前復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 給水ポンプ入口 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 給水ポンプ出口 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 最終給水 0.20 0.10 -0.001 2 0.000 0.000 0.20 0.10 0.001 2 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
x 蒸気品質 0.10 0.01 -1.055 4 -0.106 -0.011 0.10 0.01 1.055 4 0.106 0.011 0.70 -0.016 0.083
t 湿分分離器ドレン 0.20 0.10 -0.001 4 0.000 0.000 0.20 0.10 0.001 4 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
t 再熱器ドレン 0.20 0.10 -0.031 6 -0.006 -0.003 0.20 0.10 0.031 6 0.006 0.003 0.70 0.000 0.007
t ＬＰタービン入口 0.20 0.10 -0.136 0 -0.027 -0.014 0.20 0.10 0.136 0 0.027 0.014 0.70 -0.001 0.029
t 第3抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t ホットウェル 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 復水ポンプ出口 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第1加熱器出口復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2加熱器出口復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 脱気器前復水 0.20 0.10 -0.009 4 -0.002 -0.001 0.20 0.10 0.009 4 0.002 0.001 0.70 0.000 0.002
t 第1加熱器ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2加熱器ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第3加熱器ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 給水ポンプ入口 0.20 0.10 -0.019 9 -0.004 -0.002 0.20 0.10 0.019 9 0.004 0.002 0.70 0.000 0.004
t 第5加熱器入口給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 加熱器入口給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第5加熱器出口給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 加熱器出口 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第5加熱器ドレン 0.20 0.10 -0.001 4 0.000 0.000 0.20 0.10 0.001 4 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
t 加熱器ドレン 0.20 0.10 -0.001 7 0.000 0.000 0.20 0.10 0.001 7 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
t 最終給水 0.20 0.10 -0.614 9 -0.123 -0.061 0.20 0.10 0.614 9 0.123 0.061 0.70 -0.021 0.129
m ボイラーブローダウン (closed) 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m パージ蒸気 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m 湿分分離器ドレン 0.55 0.15 -0.003 4 -0.002 -0.001 0.80 0.15 0.003 4 0.003 0.001 0.70 0.000 0.002
m タービン駆動給水ポンプ用蒸気 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m 第1加熱器ドレン 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m 第2加熱器ドレン 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m 第5加熱器ドレン 0.55 0.15 -0.003 3 -0.002 0.000 0.80 0.15 0.003 3 0.003 0.000 0.70 0.000 0.002
m 加熱器ドレン 0.55 0.15 -0.041 2 -0.023 -0.006 0.80 0.15 0.041 2 0.033 0.006 0.70 -0.001 0.025
m 最終給水流量  1) 0.88 0.15 -1.192 1 -1.043 -0.179 1.10 0.15 1.192 1 1.311 0.179 0.70 -1.915 0.978
m 第4抽気中水分 0.55 0.15 -0.000 6 0.000 0.000 0.80 0.15 0.000 6 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
P 発電機出力 0.30 0.05 -0.996 5 -0.299 -0.050 0.30 0.05 0.996 5 0.299 0.050 0.70 -0.125 0.242

CL 不明なサイクル漏れ [in %-LS Flow] 0.025 0.025 -0.914 9 -0.023 -0.023 0.020 0.020 0.914 9 0.018 0.018 0.70 -0.001 0.034
総平方根和 1.099 0.199 1.356 0.199
全不確かさ (系統的およびランダムの平方根和) 1.022
1) 原因不明な漏れ: rは使用者によって定義されます。
この数値の 50% は、 8.4.3 および 6.2.3.4 に従って、一次流量の不確かさに算術的に追加されます。 この例ではrは任意に設定され
ボイラーのブローダウンが使用されている場合、その影響を考慮するものとする。 ます。
注: この例では、補正曲線の誤差の影響は考慮されていません。 （標準値ではありません。）

1.371
0.25% LS-flow. 0.20% LS-flow.

1.117
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表 H.11－原子力プラントの高圧蒸気タービンの内部効率の不確かさ 

事前試験 事後試験 事前事後の変化
パラメータ全体の不確かさ パラメータ全体の不確かさ

系統的 ランダム 高圧タービン 系統的 ランダム 高圧タービン 高圧タービン

t = 温度 [°C] 0.20% 0.10% 平均値に対する誤差 0.20% 0.10% 平均値に対する誤差 平均値からの誤差
x = 蒸気含有率 [-] 0.10% 0.01% 事前試験 0.10% 0.01% 事後試験 変化量
p = 圧力  [kPa] (LPの排気を除く) 0.20% 0.10% 0.20% 0.10% [in %-ETA-global]
m = 質量流量 [kg/s] 0.75% 0.15% 1.00% 0.15% 事前事後の変化
P = 発電機出力  [kW] 0.30% 0.05% 0.30% 0.05%
CL = サイクル損失 [kg/s] 10% 10% 10% 10%

系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム 系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム
事前事後
相関 r

相関する系

統的な寄与
合計

パラメータ %± %± %/% %± %± %± %± %/% %± %± - % %±
p 原子炉出口蒸気 0.20 0.10 -0.2535 -0.051 -0.025 0.20 0.10 0.2535 0.051 0.025 0.70 -0.004 0.053
p HPタービン入口蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 反動翼前 0.20 0.10 -0.6446 -0.129 -0.064 0.20 0.10 0.6446 0.129 0.064 0.70 -0.023 0.135
p HPタービン排気 0.20 0.10 -0.6852 -0.137 -0.069 0.20 0.10 0.6852 0.137 0.069 0.70 -0.026 0.144
p 湿分分離器前 0.20 0.10 -0.0002 0.000 0.000 0.20 0.10 0.0002 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p 再熱器前蒸気 0.20 0.10 -0.0009 0.000 0.000 0.20 0.10 0.0009 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p LPタービン入口 0.20 0.10 -0.1372 -0.027 -0.014 0.20 0.10 0.1372 0.027 0.014 0.70 -0.001 0.029
p LPタービン排気 0.60 0.30 0.60 0.30 0.70
p 第5抽気 0.20 0.10 -0.9565 -0.191 -0.096 0.20 0.10 0.9565 0.191 0.096 0.70 -0.051 0.201
p 第4抽気 0.20 0.10 -0.0265 -0.005 -0.003 0.20 0.10 0.0265 0.005 0.003 0.70 0.000 0.006
p 第3抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第2抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第1抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 復水ポンプ出口 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 脱気器前復水 0.20 0.10 -0.0003 0.000 0.000 0.20 0.10 0.0003 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p 給水ポンプ入口 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 給水ポンプ出口 0.20 0.10 -0.0007 0.000 0.000 0.20 0.10 0.0007 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p 最終給水 0.20 0.10 -0.0112 -0.002 -0.001 0.20 0.10 0.0112 0.002 0.001 0.70 0.000 0.002
x 蒸気品質 0.10 0.01 -7.1940 -0.719 -0.072 0.10 0.01 7.1940 0.719 0.072 0.70 -0.725 0.566
t 湿分分離器ドレン 0.20 0.10 -0.3507 -0.070 -0.035 0.20 0.10 0.3507 0.070 0.035 0.70 -0.007 0.074
t 再熱器ドレン 0.20 0.10 -0.6156 -0.123 -0.062 0.20 0.10 0.6156 0.123 0.062 0.70 -0.021 0.129
t ＬＰタービン入口 0.20 0.10 -2.1423 -0.428 -0.214 0.20 0.10 2.1423 0.428 0.214 0.70 -0.257 0.449
t 第3抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t ホットウェル 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 復水ポンプ出口 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第1加熱器出口復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2加熱器出口復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 脱気器前復水 0.20 0.10 -0.1700 -0.034 -0.017 0.20 0.10 0.1700 0.034 0.017 0.70 -0.002 0.036
t 第1加熱器ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第2加熱器ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 第3加熱器ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 給水ポンプ入口 0.20 0.10 -0.3714 -0.074 -0.037 0.20 0.10 0.3714 0.074 0.037 0.70 -0.008 0.078
t 第5加熱器入口給水 0.20 0.10 -0.0020 0.000 0.000 0.20 0.10 0.0020 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
t 加熱器入口給水 0.20 0.10 -0.0009 0.000 0.000 0.20 0.10 0.0009 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
t 第5加熱器出口給水 0.20 0.10 -0.0010 0.000 0.000 0.20 0.10 0.0010 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
t 加熱器出口 0.20 0.10 -0.0092 -0.002 -0.001 0.20 0.10 0.0092 0.002 0.001 0.70 0.000 0.002
t 第5加熱器ドレン 0.20 0.10 -0.0189 -0.004 -0.002 0.20 0.10 0.0189 0.004 0.002 0.70 0.000 0.004
t 加熱器ドレン 0.20 0.10 -0.0223 -0.004 -0.002 0.20 0.10 0.0223 0.004 0.002 0.70 0.000 0.005
t 最終給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
m ボイラーブローダウン (closed) 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m パージ蒸気 0.75 0.15 -0.0002 0.000 0.000 1.00 0.15 0.0002 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
m 湿分分離器ドレン 0.55 0.15 -0.8653 -0.476 -0.130 0.80 0.15 0.8653 0.692 0.130 0.70 -0.461 0.527
m タービン駆動給水ポンプ用蒸気 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m 第1加熱器ドレン 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m 第2加熱器ドレン 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m 第5加熱器ドレン 0.55 0.15 -0.1502 -0.083 -0.023 0.80 0.15 0.1502 0.120 0.023 0.70 -0.014 0.092
m 加熱器ドレン 0.55 0.15 -0.9143 -0.503 -0.137 0.80 0.15 0.9143 0.731 0.137 0.70 -0.515 0.557
m 最終給水流量  1) 0.88 0.15 -2.0517 -1.795 -0.308 1.10 0.15 2.0517 2.257 0.308 0.70 -5.672 1.683
m 第4抽気中水分 0.55 0.15 -0.150 2 -0.083 -0.023 0.80 0.15 0.1502 0.120 0.023 0.70 -0.014 0.092
P 発電機出力 0.30 0.05 0.30 0.05 0.70

CL 不明なサイクル漏れ [in %-LS Flow] 0.025 0.025 -1.574 7 -0.039 -0.039 0.020 0.020 1.574 7 0.031 0.031 0.70 -0.002 0.058
総平方根和 2.126 0.458 2.635 0.457
全不確かさ (系統的およびランダムの平方根和) 2.019
1) 原因不明な漏れ: rは使用者によって定義されます。
この数値の 50% は、 8.4.3 および 6.2.3.4 に従って、一次流量の不確かさに算術的に追加されます。 この例ではrは任意に設定され
ボイラーのブローダウンが使用されている場合、その影響を考慮するものとする。 ます。
注: この例では、補正曲線の誤差の影響は考慮されていません。 （標準値ではありません。）

2.674
0.25% LS-flow. 0.20% LS-flow.

2.175
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表 H.12－原子力プラントの低圧蒸気タービンの内部効率の不確かさ 

 

事前試験 事後試験 事前事後の変化
パラメータ全体の不確かさ パラメータ全体の不確かさ

系統的 ランダム 低圧タービン 系統的 ランダム 低圧タービン 修正ヒートレート 低圧タービン

t = 温度 [°C] 0.20% 0.10% 平均値に対する誤差 0.20% 0.10% 平均値に対する誤差 変化 平均値からの誤差
x = 蒸気含有率 [-] 0.10% 0.01% 事前試験 0.10% 0.01% 事後試験 [in %-ヒートレート ] 変化量
p = 圧力  [kPa] (LPの排気を除く) 0.20% 0.10% 0.20% 0.10% 事前事後の変化 [in %-ETA-global]
m = 質量流量 [kg/s] 0.75% 0.15% 1.00% 0.15% 事前事後の変化
P = 発電機出力  [kW] 0.30% 0.05% 0.30% 0.05%
CL = サイクル損失 [kg/s] 10% 10% 10% 10%

系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム 系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム
事前事後
相関 r

相関する系

統的な寄与
合計

相関する系

統的な寄与
合計

パラメータ %± %± %/% %± %± %± %± %/% %± %± - % %± % %±
p 原子炉出口蒸気 0.20 0.10 -0.1463 -0.0293 -0.0146 0.20 0.10 0.146 3 0.029 0.015 0.70 0.000 0.007 -0.001 0.031
p HPタービン入口蒸気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70 0.000 0.002
p 反動翼前 0.20 0.10 -0.0023 -0.0005 -0.0002 0.20 0.10 0.002 3 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p HPタービン排気 0.20 0.10 -0.0002 0.0000 0.0000 0.20 0.10 0.000 2 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p 湿分分離器前 0.20 0.10 -1.4713 -0.2943 -0.1471 0.20 0.10 1.471 3 0.294 0.147 0.70 -0.001 0.023 -0.121 0.309
p 再熱器前蒸気 0.20 0.10 -0.0005 -0.0001 -0.0001 0.20 0.10 0.000 5 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p LPタービン入口 0.20 0.10 -0.2002 -0.0400 -0.0200 0.20 0.10 0.200 2 0.040 0.020 0.70 0.000 0.019 -0.002 0.042
p LPタービン排気 0.60 0.30 -0.1448 -0.0869 -0.0434 0.60 0.30 0.144 8 0.087 0.043 0.70 -0.002 0.035 -0.011 0.091
p 第5抽気 0.20 0.10 -0.4570 -0.0914 -0.0457 0.20 0.10 0.457 0 0.091 0.046 0.70 -0.012 0.096
p 第4抽気 0.20 0.10 -0.0109 -0.0022 -0.0011 0.20 0.10 0.010 9 0.002 0.001 0.70 0.000 0.000 0.000 0.002
p 第3抽気 0.20 0.10 -2.0302 -0.4060 -0.2030 0.20 0.10 2.030 2 0.406 0.203 0.70 -0.231 0.426
p 第2抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 第1抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 復水ポンプ出口 0.20 0.10 -0.0022 -0.0004 -0.0002 0.20 0.10 0.002 2 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p 脱気器前復水 0.20 0.10 -0.0014 -0.0003 -0.0001 0.20 0.10 0.001 4 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000
p 給水ポンプ入口 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
p 給水ポンプ出口 0.20 0.10 -0.0081 -0.0016 -0.0008 0.20 0.10 0.008 1 0.002 0.001 0.70 0.000 0.002
p 最終給水 0.20 0.10 -0.0005 -0.0001 -0.0001 0.20 0.10 0.000 5 0.000 0.000 0.70 0.000 0.000 0.000 0.000
x 蒸気品質 0.10 0.01 -4.0899 -0.4090 -0.0409 0.10 0.01 4.089 9 0.409 0.041 0.70 -0.016 0.083 -0.234 0.322
t 湿分分離器ドレン 0.20 0.10 -0.1468 -0.0294 -0.0147 0.20 0.10 0.146 8 0.029 0.015 0.70 0.000 0.000 -0.001 0.031
t 再熱器ドレン 0.20 0.10 -0.1109 -0.0222 -0.0111 0.20 0.10 0.110 9 0.022 0.011 0.70 0.000 0.007 -0.001 0.023
t ＬＰタービン入口 0.20 0.10 -0.5551 -0.1110 -0.0555 0.20 0.10 0.555 1 0.111 0.056 0.70 -0.001 0.029 -0.017 0.116
t 第3抽気 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t ホットウェル 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 復水ポンプ出口 0.20 0.10 -0.3034 -0.0607 -0.0303 0.20 0.10 0.303 4 0.061 0.030 0.70 -0.005 0.064
t 第1加熱器出口復水 0.20 0.10 -0.4155 -0.0831 -0.0416 0.20 0.10 0.415 5 0.083 0.042 0.70 -0.010 0.087
t 第2加熱器出口復水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 脱気器前復水 0.20 0.10 -0.9358 -0.1872 -0.0936 0.20 0.10 0.935 8 0.187 0.094 0.70 0.000 0.002 -0.049 0.196
t 第1加熱器ドレン 0.20 0.10 -0.0126 -0.0025 -0.0013 0.20 0.10 0.012 6 0.003 0.001 0.70 0.000 0.003
t 第2加熱器ドレン 0.20 0.10 -0.0561 -0.0112 -0.0056 0.20 0.10 0.056 1 0.011 0.006 0.70 0.000 0.012
t 第3加熱器ドレン 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70
t 給水ポンプ入口 0.20 0.10 -0.1074 -0.0215 -0.0107 0.20 0.10 0.107 4 0.021 0.011 0.70 0.000 0.004 -0.001 0.023
t 第5加熱器入口給水 0.20 0.10 -1.7953 -0.3591 -0.1795 0.20 0.10 1.795 3 0.359 0.180 0.70 -0.180 0.377
t 加熱器入口給水 0.20 0.10 -1.8732 -0.3746 -0.1873 0.20 0.10 1.873 2 0.375 0.187 0.70 -0.196 0.393
t 第5加熱器出口給水 0.20 0.10 -1.2018 -0.2404 -0.1202 0.20 0.10 1.201 8 0.240 0.120 0.70 -0.081 0.252
t 加熱器出口 0.20 0.10 -0.2083 -0.0417 -0.0208 0.20 0.10 0.208 3 0.042 0.021 0.70 -0.002 0.044
t 第5加熱器ドレン 0.20 0.10 -0.1361 -0.0272 -0.0136 0.20 0.10 0.136 1 0.027 0.014 0.70 0.000 0.000 -0.001 0.029
t 加熱器ドレン 0.20 0.10 -0.0992 -0.0198 -0.0099 0.20 0.10 0.099 2 0.020 0.010 0.70 0.000 0.000 -0.001 0.021
t 最終給水 0.20 0.10 0.20 0.10 0.70 -0.021 0.129
m ボイラーブローダウン (closed) 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m パージ蒸気 0.75 0.15 1.00 0.15 0.70
m 湿分分離器ドレン 0.55 0.15 -0.3616 -0.1989 -0.0542 0.80 0.15 0.361 6 0.289 0.054 0.70 0.000 0.002 -0.081 0.220
m タービン駆動給水ポンプ用蒸気 0.75 0.15 -0.0243 -0.0182 -0.0036 1.00 0.15 0.024 3 0.024 0.004 0.70 -0.001 0.018
m 第1加熱器ドレン 0.75 0.15 -0.1085 -0.0814 -0.0163 1.00 0.15 0.108 5 0.109 0.016 0.70 -0.012 0.081
m 第2加熱器ドレン 0.75 0.15 -0.4780 -0.3585 -0.0717 1.00 0.15 0.478 0 0.478 0.072 0.70 -0.240 0.357
m 第5加熱器ドレン 0.55 0.15 -0.3482 -0.1915 -0.0522 0.80 0.15 0.348 2 0.279 0.052 0.70 0.000 0.002 -0.075 0.212
m 加熱器ドレン 0.55 0.15 -0.3802 -0.2091 -0.0570 0.80 0.15 0.380 2 0.304 0.057 0.70 -0.001 0.025 -0.089 0.232
m 最終給水流量  1) 0.88 0.15 -0.1002 -0.0877 -0.0150 1.10 0.15 0.100 2 0.110 0.015 0.70 -1.915 0.978 -0.014 0.082
m 第4抽気中水分 0.55 0.15 -0.0628 -0.0345 -0.0094 0.80 0.15 0.062 8 0.050 0.009 0.70 0.000 0.000 -0.002 0.038
P 発電機出力 0.30 0.05 -1.6078 -0.4823 -0.0804 0.30 0.05 1.607 8 0.482 0.080 0.70 -0.125 0.242 -0.326 0.391

CL 不明なサイクル漏れ [in %-LS Flow] 0.025 0.025 -0.076 9 -0.002 -0.002 0.020 0.020 0.076 9 0.002 0.002 0.70 -0.001 0.034 0.000 0.003
総平方根和 1.151 0.433 1.253 0.433
全不確かさ (系統的およびランダムの平方根和) 1.022 1.128
1) 原因不明な漏れ: rは使用者によって定義されます。
この数値の 50% は、 8.4.3 および 6.2.3.4 に従って、一次流量の不確かさに算術的に追加されます。 この例ではrは任意に設定され
ボイラーのブローダウンが使用されている場合、その影響を考慮するものとする。 ます。
注: この例では、補正曲線の誤差の影響は考慮されていません。 （標準値ではありません。）

1.325
0.25% LS-flow. 0.20% LS-flow.

1.229
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附属書 JA 
（参考） 

JIS と対応国際規格との対比表 
 

JIS B 8105:20xx 蒸気タービン―

受渡試験方法―改造時の性能確認 
IEC 60953-3:2022 RULES FOR STEAM TURBINE THERMAL ACCEPTANCE 
TESTS – Part 3: Thermal performance verification tests of retrofitted steam turbines  

a) JIS の箇

条番号 
b) 対応国際

規格の対

応する箇

条番号 

c) 箇条ご

との評

価 

d) JIS と対応国際規格との技術的差異の

内容及び理由 
e) JIS と対応国際規格

との技術的差異に対

する今後の対策 

1. 適用範囲 1.  
1.1 
1.2 
1.3  

追加 IEC 規格の記載は適用範囲を具体的に記載

していないので，保証事項と適用範囲を追

記した。技術的差異はない。 
 

 
 
 
 

3.単位, 
記号，用語及

び定義 
3.1 一般 
3.2 記号 
及び単位 

3. 
3.1 
3.2 

追加 
 
 
 
 
追加 

・IEC 規格では記号及び単位について表で

まとめているが，表番号ならびに表題が付

いていないため，JIS では利便性を考慮し，

表 0A－記号及び単位とした。技術的差異は

ない。 
・JIS では，必要に応じて，次の記号，単位

の追加を行った。技術的差異はない。 
圧力損失割合，比エントロピー，標準偏差，

比熱容量，内部効率，熱流量 

 

3.3 添字，肩

書き及 
び定義 

3.3 
 

追加 
 
 
 

・IEC 規格では記号及び単位について表で

まとめているが，表番号ならびに表題が付

いていないため，JIS では利便性を考慮し，

表 0A－添字及び定義とした。 

 

3.3.11A 
構成部品の

効率 

－ 追加 ・国内実態を踏まえ，構成部品の効率の定義

を追加した。技術的差異はない。 
 

3.5.2A 内部

効率－乾き

基準 

- 追加 ・利便性を考慮して，IEC 規格 3.5.3 のうち，

湿り域での断熱効率評価部分を 3.5.2A とし

て整理した。JIS 構成上の編集のため，技術

的差異はない。 

 

4.3 試験計画 
4.3.1 受渡試

験時期 
 
 

4.3 
4.3.1 

 
変更 
 

 
国内実態に照らし合わせ，IEC table1 を充

実させて分かり易くした（新たに B 欄 
一試験中におけるその平均値からの最大許

容変動一を，IEC table1 に A 欄と B 欄の間

に追加した）。JIS 構成上の編集のため，技

術的差異はない。 

 

4.3.2A 試験
費用 
 

－ 追加 
 

国内実態を踏まえて試験費用に関する記載

を追記した。JIS 構成上の編集のため，技術

的差異はない。 

 

4.8.2 試験状
態の最大偏
差及び変動 
 

4.8.2 
 

追加 
 

国内での利便性を考慮して，新たに B 欄（試

験中におけるその平均値からの最大許容変

動）を追加し，これを本項に適用したもの

で，技術的差異はない。 

 

5.3 流量測
定 

 
5.3  
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5.3.1 測定す
る必要があ
る流量の選
定 
 

5.3.1  
 

追加 ・分かり易くするため，タービン入口流量の

決定についての記載を追加した。JIS 構成上

の編集のため，技術的差異はない。 

6.2.3.4 測 定

時の系外へ

の漏れ 

6.2.3.4  変更 
 
 
 
 

・IEC では不明の漏れの上限を，測定の不確

かさの 0.4 倍で全出力の蒸気流量 0.6%とし

ているが，分かりやすく，国内実態を踏まえ

て，大容量プラントの場合は（主蒸気流量の

0.1 %～0.2 %程度）と変更している。併せて，

IEC にある Table3 は参考扱いとし，その適

用は受渡当事者間の協議によって決定する

ことを追記した。このことによる技術的差

異はない。 

 

6.2.5 試験結

果の計算 
6.2.5.1 一般 

6.2.5  
6.2.5.1  
 

 
追加 

 
・国内実態と照らし合わせて，”事前に受渡

当事者間で協議された定義式を従う”旨を

追加するとともに，IEC 規格の項目だけの

記載だけでは分かりにくいので，次項目以

降で具体的な算出方法を記載した。技術的

差異はない。 

 

6.2.5.1A 主蒸

気流量 
－ 追加 ・IEC 規格の項目だけの記載だけでは分か

りにくいので，具体的な算出方法を記載し

た。JIS 構成上の編集のため，技術的差異は

ない。 

 

6.2.5.1.B 低温

再熱蒸気流

量 

－ 追加 ・IEC 規格の項目だけの記載だけでは分か

りにくいので，具体的な算出方法を記載し

た。JIS 構成上の編集のため，技術的差異は

ない。 

 

6.2.5.1C 高温

再熱蒸気流

量 

－ 追加 ・IEC 規格の項目だけの記載だけでは分か

りにくいので，具体的な算出方法を記載し

た。JIS 構成上の編集のため，技術的差異は

ない。 

 

6.2.5.1D 出力 － 追加 ・IEC 規格の項目だけの記載だけでは分か

りにくいので，具体的な算出方法を記載し

た。JIS 構成上の編集のため，技術的差異は

ない。 

 

6.2.5.1E ター

ビンサイク

ルへの入熱

量 

－ 追加 ・IEC 規格の項目だけの記載だけでは分か

りにくいので，具体的な算出方法を記載し

た。JIS 構成上の編集のため，技術的差異は

ない。 

 

6.2.5.1F 熱消

費率 
－ 追加 ・IEC 規格の項目だけの記載だけでは分か

りにくいので，具体的な算出方法を記載し

た。JIS 構成上の編集のため，技術的差異は

ない。 

 

6.2.5.1G 蒸気

消費率 
－ 追加 ・IEC 規格の項目だけの記載だけでは分か

りにくいので，具体的な算出方法を記載し

た。JIS 構成上の編集のため，技術的差異は

ない。 

 

8.6 不確かさ

演算の例 
8.6 変更 ・JIS B 8102 附属書 F に記載されている旨

に変更した。JIS 構成上の編集のため，技術

的差異はない。 

 



78 
 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

附属書 A 
（規定） 
A.1 一般事

項 
 

附属書 A 
（規定） 
- 

追加 分かり易くするために，一般事項として規

定する概要を追記した。JIS 構成上の編集の

ため，技術的差異はない。 

 

附属書 B 
（規定） 
多重測定の

評価，適合性 
B.1一般事項 

附属書 B 
（規定） 
- 

変更 IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では B.1 とした。

JIS 構成上の編集のため，技術的差異はな

い。 

 

B.2 説明 - 変更 IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では B.2 とした。

JIS 構成上の編集のため，技術的差異はな

い。 

 

附属書 D 
（参考） 
受渡試験に

おける“測定

の不確かさ”

と 
誤 差 伝 ぱ

（播）則との

簡単な統計

的定義 
D.1 一般事

項 

附属書 D 
（参考） 
 
- 

変更 IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では D.1 と D.2 の

構成とした。JIS 構成上の編集のため，技術

的差異はない。 

 

D.2 説明 - 変更 IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では D.2 とした。

JIS 構成上の編集のため，技術的差異はな

い。 

 

附属書 E 
（参考） 
温度変化試

験方法 
E.1 一 般 事

項 

附属書 E 
（参考） 
- 

変更 
 
 
追加 

・記載内容に合わせて分かりやすくするた

めに，表題を温度変化方法から温度変化試

験方法に変更した。名称変更だけのため，技

術的差異はない。 
・IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では E.1 を追記し

た。JIS 構成上の編集のため，技術的差異は

ない。 

 

附属書 F 
（規定） 
測定結果の

不確かさ 
F.1 一般事項 

附属書 F 
（規定） 
- 

変更 IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では F.1 とした。

JIS 構成上の編集のため，技術的差異はな

い。 

 

F.2 説明 - 変更 IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では F.1 と F.2 の

構成とした。JIS 構成上の編集のため，技術

的差異はない。 

 

附属書 G 
（参考） 
改造効果の

計算方法 

附属書 G 
（参考） 
G.1 

変更 分かりやすくするため，G.1 に記載されてい

る火力プラントと原子力プラントの部分に

分けて，G.1.1 と G.1.2 に整理した。JIS 構成

上の編集のため，技術的差異はない。 
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G.1 一般事

項 
G.1.1 改造後

の性能を保

証した火力

用再熱ター

ビン 

G.1 追加 G.1 の内，火力プラント部分を G.1.1 とした。

JIS 構成上の編集のため，技術的差異はな

い。 

 

G.1.2 加圧水

形 原 子 炉

（PWR）のタ

ービン部分 

G.1 追加 G.1 の内，原子力用タービン部分を G.1.2 と

した。JIS 構成上の編集のため，技術的差異

はない。 

 

注記 1 箇条ごとの評価欄の用語の意味を，次に示す。 
－ 削除：対応国際規格の規定項目又は規定内容を削除している。 
－ 追加：対応国際規格にない規定項目又は規定内容を追加している。 
－ 変更：対応国際規格の規定内容又は構成を変更している。 

 




